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 第１章 計画策定にあたって 

 １ 計画策定の趣旨 

我孫子市障害者プランは、障害者基本法第１１条第 3 項に基づく、障害者のため

の施策に関する基本的な事項を定める「市町村障害者計画」と障害者の日常生活及

び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）第８８条に基づく

障害福祉サービスの提供量の見込みやその確保のための方策等を定める「市町村障

害福祉計画」を併せ持ちます。 

 現行の「第３期我孫子市障害者プラン」の計画期間が令和５年度までとなること

から、障害者総合支援法に基づき、関連計画等との整合・調整を図りながら「第４

期我孫子市障害者計画」と「第 7 期我孫子市障害福祉計画」を合わせる「第４期我

孫子市障害者プラン」を策定するものです。 

 また、「第４期我孫子市障害者プラン」では、国の障害福祉サービス等および障害

児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針、福祉の動向を踏まえ策

定し、千葉県の「第八次千葉県障害者計画」と連携を図っていきます。 

 

 ２ 障害者福祉を取り巻く動向 

法改正等の動き 

  

2011（平成 23）年度 障害者基本法の改正 

2012（平成 24）年度 障害者虐待防止法の施行 

2013（平成 25）年度 障害者優先調達推進法の施行  障害者の権利に関する条約の批准 

2016（平成 28）年度 障害者差別解消法の施行  成年後見制度利用促進法の施行 

障害者雇用促進法の改正  発達障害者支援法の改正 

障害者総合支援法の改正  児童福祉法等の改正 

（県）障害のある人もない人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例改正 

2018（平成 30）年度 第 4 次障害者基本計画策定  

第 5 期障害福祉計画策定・第 1 期障害児福祉計画策定 

障害者総合支援法の改正  児童福祉法改正 

（県）第 6 次千葉県障害者計画策定 

2019（令和元）年度 障害者雇用促進法改正 

2020（令和２）年度 地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律公布 

2021（令和３）年度 第 6 期障害福祉計画策定・第 2 期障害児福祉計画策定 

（県）第 7 次千葉県障害者計画策定 

2022（令和４）年度 障害者総合支援法改正 精神保健福祉法改正 
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連携・整合 

 ３ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の最上位計画である「我孫子市第四次総合計画」や、健康福祉部

門および子ども部門の個別計画の上位計画にあたる「我孫子市第６次健康福祉総合

計画」の基本理念である『安心とゆとりの健康福祉都市あびこ～地域が「つなが

り」みんなで「考え」互いに「支え合い」あらゆる人が「受けとめられる」まちづ

くり～』に基づき策定した計画です。 

また、「我孫子市第６次健康福祉総合計画」の個別計画として位置づけられ、子

ども発達支援計画、介護保険事業計画、高齢者保健福祉計画、心も身体も健康プラ

ン等の関連する計画と連携・整合を図るものです。 

なお、国の基本指針に示された児童福祉法に基づく「市町村障害児福祉計画」に

ついては、障害者プランとは別に「我孫子市子ども発達支援計画」として策定しま

す。 

 

 
  

障害者計画 第７期障害福祉計画 第３期障害児福祉計画 
子ども発達支

援計画 

法定計画 任意計画 
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 ４ 計画の期間  

本計画の計画年度は、障害者基本法に計画期間の規定がないことおよび障害者総合

支援法による基本的な指針において障害福祉計画の計画期間が３年とされているこ

とから、令和６年度から令和８年度までの３年間とします。 

 なお、令和８年度に本計画全体の検証と評価を行い、見直していきます。 

  

 
令和 

3 年度 

令和 

4 年度 

令和 

5 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

我孫子市総合計画 

 

     

健康福祉総合計画 

 

   

 

 

 

障害者プラン 

障害者計画 

障害福祉計画 

  

  

  

子ども発達支援計画 

 

  

  

 

介護保険事業計画 
 

    
 

高齢者保健福祉計画 

 
  

 
  

心も身体も 
健康プラン 

 

 

   

 

 

第３期 

（令和３年度～令和 5 年度）

第３次 

第７次（令和７年度～ 

令和 11 年度） 

第８期 

（令和 3 年度～令和 5 年度） 

第 9 次 

（令和 3 年度～令和 5 年度） 

第 10 次 

（令和６年度～令和８年度） 

第４期 

（令和６年度～令和８年度） 

第９期 

（令和６年度～令和８年度）

 

第３期 

（第３期障害児福祉計画）

（令和６年度～令和８年度） 

第 2 期 

（第 2 期障害児福祉計画）

（令和 3 年度～令和 5 年度） 

第 6 次（令和 2 年度～令和 6 年度） 

健康増進計画 

食育推進計画 

歯と口腔の健康づくり基本計画 

第４次 

（前期基本計画）

（令和４年度～令和９年度） 

 

第２次 

（平成 27 年度～令和 6 年度） 

第３次 

（令和７年度～ 

令和 1６年度） 
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 ５ 基本理念および視点 

 

  

 

 

 

○基本理念の考え方 

 「自分らしく」は、“障害の有無にかかわらず、主体的に生きる”ことを表し、「応

援する」とは、“本人の主体性を大切にし、意思決定を尊重するという支援のあり

方”を表現しています。 

 

 計画の視点 

「基本理念」の内容を実現するため、本計画の視点を次の３つとします。 

 

 障害のある方のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、就労支

援等の関係機関が連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供していきます。ま

た、障害のある方本人の意思を尊重し、自己決定や自ら選択できる生活を実現させ

るため、障害のある方の権利擁護を推進します。 

 

 地域のあらゆる住民が「支え手」と「受け手」に分かれるのではなく、地域、暮

らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向け計画

的に推進を図ります。また、住み慣れた地域で暮らしていくために、地域住民に対

する障害のある方への理解を促進し、共に支え合う誰にもやさしいまちづくりを目

指します。 

 

 身近な場所でいつでも必要な情報提供と相談が受けられるように、相談支援体制

の充実を図ります。また、高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、身近な地域で

自分らしく安心して生活できるようサービスの基盤整備を進めます。 

１ 障害特性を踏まえたライフステージの全段階に応じた利用者本位の支援 

２ 共生社会の実現に向けた相互理解の促進 

３ 自分らしく生活できる地域づくりの推進 
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 第２章 障害のある方の現状と課題 

 第１節 障害のある方の現状 

１ 市の人口 

 令和５年４月１日現在、市の人口は１３０，９５９人で、世帯数は 

６１，４６０世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 障害のある方の我孫子市の状況 

（１）身体障害者 

 令和５年４月１日現在の身体障害者手帳所持者は３，５４１人で、令和２年から

大きな変化はありません。 
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令和５年４月１日現在の障害の種類別にみた身体障害者手帳所持者数は、「肢体不

自由」が１，５８４人で、全体の約４５％を占めています。「聴覚障害」は令和２年

から約１．０８倍、「内部障害」は令和２年から約１．０２倍と微増しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、障害の等級別にみた割合は１級が３５％と最も多く、２級の手帳所持者と

合わせると、重度の障害のある方が全体の約半数を占めています。 
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（２）知的障害者 

 令和５年４月１日現在の療育手帳所持者は１，０８８人で、この３年間で約 

１．１倍となっており、年々増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 障害の程度別にみると、この３年間で、重度の療育手帳所持者数が約１．１倍、

軽度の療育手帳所持者数が約１．１２倍に増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

993 1,022 
1,052 1,088 

993

1,022

1,052

1,088

940

960

980

1000

1020

1040

1060

1080

1100

R2 R3 R4 R5

療育手帳所持者数の推移（人）各年4月1日現在

351 362 374 388

247 254 261 259

395 406 417 441

0

200

400

600

800

1000

1200

R2 R3 R4 R5

療育手帳所持者の障害程度別内訳の推移（人）
各年4月1日現在

軽度

中度

重度



 

8 

（３）精神障害者および自立支援医療（精神通院）受給者 

 令和５年４月１日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者は１，３６７人で、この

３年間で、１．２４倍となっています。また、自立支援医療（精神通院）の受給者

は、２，５７７人で、この３年間で１．１１倍となっており、どちらも増加傾向と

なっています。 

 

 

 

 手帳の等級別にみると、この３年間で、２級が１．２４倍、３級が１．４２倍に

増えています。 
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 自立支援医療（精神通院）受給者の主たる病名別にみると、令和５年４月１日現

在で「（F3）気分（感情）障害（躁病、うつ病、双極性感情障害）」が１,１８４人

で、この２年間で１．０９倍となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 年齢構成 

 身体障害者は、６５歳以上の高齢者が全体の７３．６％を占めています。知的障

害者は１８歳以上４０歳未満が全体の４６．９％を占めています。精神障害者は 

４０歳以上６５歳未満が全体の５５．４％を占めています。なお、３年間での構成

比率については、大きな変化はありません。 
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 第２節 障害のある方を取り巻く状況および課題 

１ 市民アンケートの実施結果 

 令和５年６月２２日から７月７日までの期間、本計画に反映させることを目的

に、我孫子市に登録のある障害に関する手帳を所持している方を対象に、郵送お

よびオンラインによるアンケートを実施しました。 

 

（１）アンケートの概要 

  今回のアンケートでは、障害福祉サービス等の利用状況や今後３年以内の生活

の仕方、我孫子市の障害者支援の取り組み等について、主に選択式の調査をしま

した。 

 

（２）アンケートの回答状況 

調査対象 配付数 有効回収数 有効回収率 

市民 1,000 433 43.3％ 

 

留意事項 

• 回答方法が、「単独回答」および「複数回答」があることから、合計値（ｎ）が

一定とならない場合があります。 

• 図表において、「身体障害者手帳」を「身障手帳」、「精神障害者保健福祉手帳」

を「精神手帳」と表記します。 

• 図表中の合計が端数処理の関係で、１００％にならないことがあります。 

 

（３）アンケートの結果 

① 基本的な事柄 

【 回答者 】 

「①封筒のあて名のご本人（代筆を含む）」が最も多く、次いで「②家族」でし

た。 
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【 性別 】 

「①男性」が多く、次いで「②女性」でした。 

 

 

【 年齢 】 

 年齢層別にみると「③４０歳～６４歳」が最も多く、次いで「②１９歳～３９

歳」となっており、全体の約７０％を占めていました。 

 

 

【 お住まいの地区 】 

 「①我孫子地区」が最も多く、次いで「②天王台地区」、「③湖北地区」でした。  
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⑧
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【 障害者手帳の所持状況 】 

 回答者の障害に関する手帳の種類別の所持状況は、「②療育手帳」が最も多く、次

いで「①身体障害者手帳」、「③精神障害者保健福祉手帳」でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 介護支援者 】 

 手帳別にみると、身体障害のある方、知的障害のある方、精神障害のある方、い

ずれも「①親」が最も多いという結果になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 住まい 
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B-2
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療育手帳（n=168）

１級
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①
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0.9%
13.4%

3.5%
3.7%

8.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①親
②祖父母

③きょうだい
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⑩その他
⑪無回答 (n=433)

-
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【 現在の暮らし方 】 

 「②自宅で家族と暮らしている」が最も多く、次いで「①自宅でひとり暮らし」、

「③障害者向けのグループホーム・生活ホーム」でした。 
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【 今後３年をめどにした暮らし方 】 

 「②自宅で家族と一緒に暮らしたい」が最も多く、次いで「①自宅でひとり暮ら

しをしたい」、「③障害者向けのグループホーム」でした。 
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【 暮らし方を実現するために必要なこと 】 

 「⑤経済的な負担の軽減」が最も多く、次いで「⑦相談対応の充実」、「③在宅サ

ービスが適切に利用できること」でした。 
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③ 平日の日中の過ごし方 

【 現在の平日の日中の過ごし方 】 

 「⑪自宅で過ごしている」が最も多く、次いで「②企業等で働いている」、「⑥

生活介護・療養介護」でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.0%

22.4%

2.0%

10.6%

1.4%

13.9%

1.2%
1.8%

0.2%

2.0%

25.4%

1.4%

5.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

①
幼
稚
園
や
保
育
園
・
学
校
等
に
通
っ
て
い
る

②
企
業
等
で
働
い
て
い
る

③
就
労
移
行
支
援

④
就
労
継
続
支
援
Ａ
型
・
Ｂ
型

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

⑤
自
立
訓
練

⑥
生
活
介
護
・
療
養
介
護

⑦
児
童
の
通
所
支
援
サ
ー
ビ
ス

⑧
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス

⑨
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
等

⑩
病
院
で
過
ご
し
て
い
る

⑪
自
宅
で
過
ご
し
て
い
る

⑫
そ
の
他

⑬
無
回
答

現在の平日の日中の過ごし方

(n=433)

⑪

34.6%

②

27.1%

⑥

9.7%

①

④

⑧
⑩

③ ⑤ ⑦ ⑫

身障手帳（n=155）

⑥

31.5

%

①

26.8

%

②

13.7

%

④

⑪

⑦

⑤
③

⑬
⑩

療育手帳（n=168）

⑪

37.5

%

②

23.5

%

④

12.5

%

⑬

⑥

⑩
⑫

③
① ⑤ ⑧

⑨

精神手帳（n=136）



 

17 

【 今後３年をめどにした平日の日中の過ごし方 】 

 「②企業等で働きたい」が最も多く、次いで「⑪自宅で過ごしたい」、「⑥生活介

護・療養介護」でした。 
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【 平日の日中の過ごし方を実現するために必要なこと 】 

 「⑤経済的な負担の軽減」が最も多く、次いで「⑦相談対応の充実」、「①就職す

るための支援」という回答が多数ありました。 

 

 「①現在の過ごし方を続けたい」が最も多く、次いで「③企業等で働きたい」、

「⑫自宅で過ごしたい」でした。 

 

 

 

【 平日の日中の過ごし方を実現するために必要なこと 】 

 「⑥経済的な負担の軽減」が最も多く、次いで「⑧相談対応の充実」、「④必要な

住宅サービスが適切に利用できること」という回答が多数ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④障害福祉サービス等の利用状況 

【 現在利用している障害福祉サービス等 】 

 「⑬計画相談支援」が最も多く、次いで「③生活介護」、「②同行援護・行動援

護・ガイドヘルパー」と「⑭日中一時支援」が同数でした。 
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【 現在利用している障害福祉サービス等の満足度 】 

 「満足」と回答した方の割合が最も高かったのは「⑪自立生活援助」、次いで「①

居宅介護・重度訪問介護」、「⑥就労継続支援・地域活動支援センター」、「②同行援

護・行動援護・ガイドヘルパー」、「⑨共同生活援助（グループホーム）」でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 今後利用量を増やしたい障害福祉サービス等 】 

 現在利用している障害福祉サービス等について、今後利用量を「増やしたい」と

回答した方の割合が最も高かったのは、「⑧短期入所（ショートステイ）」、次いで

「④自立訓練（機能訓練、生活訓練）」、「⑮補装具・日常生活用具」でした。 
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【 今後３年以内に利用したい（利用し続けたい）障害福祉サービス等 】 

「⑬計画相談支援」が最も多く、次いで「②同行援護・行動援護・ガイドヘルパ

ー」、「⑭日中一時支援」、「⑥就労継続支援・地域活動支援センター」、「⑤就労移行

支援」でした。 
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【 病気や障害の発症予防、重度化予防のために必要なこと 】 

 「③相談したいときに相談できること」が最も多く、次いで「②病気や障害に対

する周囲の理解や配慮があること」、「①病気や障害に関する情報があること」、「④

同じ病気や障害のある方との交流の場が充実していること」でした。 
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（４）アンケートのまとめ 

ア 現在と今後３年以内の生活について 

○暮らし方  

 現在の暮らし方について手帳別にみたところ、身体障害のある方、精神障害のあ

る方、知的障害のある方とも「自宅で家族と過ごしている」が最も多く、全体の約

６割を占めていました。次に、身体障害のある方、精神障害のある方については

「自宅でひとり暮らし」が多く、知的障害のある方については「障害者向けのグル

ープホーム」が多いという結果になりました。 

 次に、今後３年をめどにした暮らし方については、身体障害のある方、精神障害

のある方、知的障害のある方とも「自宅で家族と一緒に暮らしたい」が最も多く、

全体の約５割を占めていました。次に、上記の項目以外の回答について手帳別にみ

ると、知的障害のある方は「障害者向けのグループホームで暮らしたい」という回

答が約２３％、身体障害のある方は「自宅でひとり暮らしをしたい」という回答が

約２４％、精神障害のある方は「自宅でひとり暮らしをしたい」という回答が約２

４％という結果になりました。 

 知的障害のある方については障害者向けのグループホームの整備・充実が必要で

あり、身体障害のある方、精神障害のある方についてはひとり暮らしのための支援

が必要だと考えられます。 

 

〇平日の日中の過ごし方 

現在の平日の日中の過ごし方について手帳別にみたところ、身体障害のある方、

精神障害のある方については「自宅で過ごしている」が最も多く、知的障害のある

方については「生活介護・療養介護」が最も多いという結果になりました。次に、

身体障害のある方、精神障害のある方については「企業等で働いている」が多く、

知的障害のある方については「幼稚園や保育園・学校等に通っている」が多いとい

う結果になりました。 

今後３年をめどにした平日の日中の過ごし方については、身体障害のある方につ

いては「自宅で過ごしたい」、知的障害のある方については「生活介護・療養介

護」、精神障害のある方については「企業等で働きたい」が最も多いという結果にな

りました。次に、身体障害のある方については「企業等で働きたい」、知的障害のあ

る方については「幼稚園や保育園・学校等に通いたい」、精神障害のある方について

は「自宅で過ごしたい」が多いという結果になりました。 

身体障害のある方、精神障害のある方については在宅での支援と一般就労に向け

た支援、知的障害のある方については日中活動の場の確保が必要であると考えら

れ、いずれにおいても必要なときに適切な支援へとつなげるための相談ができる環

境の整備が重要です。 
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イ 今後３年以内の障害福祉サービス等の利用状況について 

 今後３年以内に利用したい（利用し続けたい）障害福祉サービス等について、「計

画相談支援」、「同行援護・行動援護・ガイドヘルパー」、「日中一時支援」という回

答が多数ありました。これらのサービスについて、今後もニーズは増加していくと

考えられるため、必要とする方に必要とするサービスを提供できるよう、サービス

提供体制を充実させていく必要があります。 

 

ウ 我孫子市の障害者支援の取り組みについて 

 「障害に対する理解の促進」、「地域の施設や事業所との連携」、「日中活動を安心

して行える場所の充実」といった施策の満足度が高かった一方で、「わかりやすい情

報提供」、「バリアフリーのまちづくり」、「防災・災害・緊急時の対策」といった施

策の満足度は低い結果となりました。マルチメディアを用いた誰にでもわかりやす

い情報提供に努めると共に、すべての市民にとって安心・安全に生活できる環境の

整備を行う必要があります。 

 

エ 病気や障害の発症予防、重度化予防について 

 病気や障害の発症予防、重度化予防のために必要なことについて、「相談したいと

きに相談できること」が最も多く、次に「病気や障害に対する周囲の理解や配慮が

あること」が多い結果となりました。相談したいときに必要な機関に相談できる体

制の構築と周知、また、市民への障害に関する理解・啓発を行う必要があります。 
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２ 事業所および団体ヒアリングの実施結果 

 

（１）ヒアリングの概要 

 令和５年６月２２日から７月７日までの期間、本計画に反映させることを目的

に、我孫子市において、障害福祉サービスおよび一部の地域生活支援事業のサービ

スを提供している事業所、また障害者団体へ郵送およびオンラインによるヒアリン

グを実施しました。 

 

（２）ヒアリングの回答状況 

調査対象 配付数 有効回収数 有効回収率 

障害福祉サービス事業所等 107 79 74％ 

障害者団体 10 10 100％ 

 

（３）ヒアリングの主な意見のまとめ 

ア 障害福祉サービス等について 

現在提供している障害福祉サービスおよび今後提供を検討している障害福祉サー

ビス等における利用者のニーズについて調査したところ、「増えている」、「変わらな

い」という回答が全体の９割以上でした。あらゆる障害福祉サービスの需要は増え

続けています。なかでも「増えている」と回答のあった障害福祉サービス等は、「計

画相談支援」に次いで「共同生活援助（グループホーム）」でした。障害福祉サービ

スの適切な利用のためにも、多様な相談に対応できる相談支援事業の充実が求めら

れており、また、住まいの場については、市内に共同生活援助事業所（グループホ

ーム）が増えてきたなかで、今後はその質の向上が必要であると考えられます。 

 

イ サービスの提供体制にかかる課題について 

 利用者の支援状況等における課題および事業所運営における課題について、「障害

特性や障害種別等によって、対応が困難な場合がある」、「人材育成が難しい」、「人

材確保が難しい」という回答が多数ありました。また、市に希望する支援につい

て、「スキルアップのための研修等の実施」、「人材確保のための支援や情報提供」と

いう回答が全体の約４割を占めていました。あらゆる障害福祉サービスにおける支

援の質の向上のため、施設従事者に対する研修や助言等の充実が求められます。ま

た、人材確保の支援のため、集団実地指導における事業の適切な実施および働きや

すい環境の整備に関する指導や、福祉の仕事の魅力を伝え、理解を広げるための広

報にも努める必要があります。 

 

ウ 他機関等との連携状況および地域生活支援拠点等について 

 他機関等との連携状況について、「相談支援事業所」や「家族等の保護者」とは連

携が取れているという回答が多かった一方、「ボランティア・民生委員」や「医療機

関」とは連携が取れていないという回答が多くありました。また、地域生活支援拠
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点等の機能について、「知っている」、「内容はよくわからないが、名前は知ってい

る」という回答が全体の約６割を占めており、「よく知っている」という回答は全体

の１割未満でした。地域生活支援拠点等の重要な機能の一つである地域の社会資源

の連携体制の構築を強化し、併せて周知することで、地域一体となって推進してい

く必要があります。 
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 第３章 計画の基本的考え方 

 １ 基本目標 

「基本理念」の内容を実現するため、５つの基本目標を設けます。 

 すべての人が障害の有無によって分け隔てられることなく、地域社会の一員とし

てお互いを尊重する社会を実現していくためには、市民一人ひとりの意識づくりが

必要です。マルチメディア等を活用し、障害についての理解を広めると共に、地

域、暮らし、生きがいを共に創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向

け、地域が主体的に取り組むための仕組みを作るために、包括的な支援体制の構築

に取り組みます。 

 障害のある方やその家族、また、障害によるひきこもり等により支援が必要な方

が、身近な場所で気軽に相談できるように、障害者まちかど相談室と基幹相談支援

センターの強化・充実を図ります。 

 基幹相談支援センターにおいては、障害者まちかど相談室と連携を図り、障害の

ある方への虐待防止、成年後見制度の活用、障害者差別解消法※の啓発をし、権利擁

護体制の充実を図ります。 

 

※障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下、障害者差別解消法とす

る。） 

 障害特性にかかわらず障害のある方が住み慣れた地域で生活を続けられるよう、

また、福祉施設の入所者等が地域生活へ移行できるよう、ライフステージに応じた

きめ細やかなサービスや支援を充実し、関係機関との連携を図ります。 

また、医療的ケアが必要な障害のある方が健やかな心身を保ち、地域での安定し

た生活が継続できるよう医療・福祉の連携を充実すると共に、強度行動障害等、重

度障害のある方を受け入れる日中サービス支援型共同生活援助による常時の支援体

制を確保します。 

障害福祉サービス事業の課題と向き合い、サービス全体の質の向上を目指しま

す。 

 

 

基本目標１ 地域における理解・啓発 

  
 

基本目標２ 相談支援と権利擁護体制の充実 

  
 

基本目標３ 暮らしを支えるサービスの充実 
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 障害のある方が自立して生活できるようにするため、就労移行支援事業所、就労

継続支援事業所、地域活動支援センター、相談支援事業所、特別支援学校、特例子

会社等と連携し、相談の受付から就職後の定着を図るためのフォローアップまで、

一貫した支援を提供すると共に、障害者雇用の一層の理解と協力を求めていきま

す。 

 また、障害のある方の生活の質の向上と社会参加の促進のために、スポーツや余

暇活動等の情報や機会の提供を進めていきます。 

 緊急時や障害のある方の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えたサービスの利

用や対応ができるよう、地域生活支援拠点が有する機能の充実を図ります。 

また、バリアフリーのまちづくりを推進し、情報を提供することで、障害の有無

にかかわらず、すべての市民に住みやすいまちづくりを目指します。 

災害時には、配慮が必要な方に対する支援計画である「我孫子市避難行動要支援

者避難支援計画」に基づき、災害時における支援のあり方、利用しているサービス

の継続的な提供体制の整備等、安心して暮らせるまちづくりを目指します。 

  

基本目標４ 就労・社会参加の促進 

  
 

基本目標５ 安心して暮らせる環境づくり  
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 ２ 施策の体系 

基本目標に基づき、基本方針と各施策を次の表のとおりとします。 

※☆は、本計画における重点施策です。 

 

  

基本目標 基本方針 施策 

1 地域に

おける理

解・啓発  

1 理解の促進 １ ☆広報・啓発活動の充実 

2 交流の場・機会づく

り 

１ 交流の場の充実 

２ ボランティア活動への支援 

2 相談支

援と権利

擁護体制

の充実 

1 相談支援体制の強化 

・充実 

１ ☆基幹相談支援センターの充実 

２ ☆相談支援事業の強化・充実 

３ 精神保健福祉の充実 

2 権利擁護の推進 

１ 虐待防止センターの運営 

２ ☆成年後見制度の活用の促進 

３ 障害者差別解消法の啓発 

3 暮らし

を支える

サービス

の充実 

1 日常生活への支援 

１ 福祉用具等の給付の推進 

２ 障害福祉サービス等の充実 

2 意思疎通の支援 

１ コミュニケーション支援の推進 

２ 情報取得への支援の充実 

3 経済的支援の充実 １ 経済的支援の充実 

4 日中活動の場・住ま

いの場の充実 

１ 日中活動の場の充実 

２ ☆住まいの場の充実 

３ 公設施設の運営 



 

29 

  

基本目標 基本方針 施策 

3 暮らし

を支える

サービス

の充実 

5 保健・医療支援の促

進 

１ 高齢障害者支援施策の推進 

２ 在宅医療支援の推進 

３ 健康づくり体制の充実 

6 質の高い福祉サービ

スの提供 

１ 公設施設による支援の充実 

２ 障害福祉サービス事業所指定・監査の充

実     

３ ☆人材の確保の推進 

4 就労・

社会参加

の促進 

1 就労の促進 １ ☆就労の促進 

2 社会参加の促進 

１ 障害のある方の主体的な活動への支援の 

  充実 

２ スポーツ・レクリエーションの推進 

５安心し

て暮らせ

る環境づ

くり 

1 快適な居住環境づく

り 

１ 地域生活支援拠点等事業の充実【新規】 

２ 道路・交通のバリアフリーの推進 

３ バリアフリー情報の提供 

2 防災・災害・緊急時

への対策 

１ ☆避難行動要支援者（災害時要援護者）

への支援 

２ 緊急時に備えるための対策 

３ 感染症への対策 
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 第４章 基本計画 

 基本目標１ 地域における理解・啓発 

 

【現状と課題】 

 障害のある方が地域の一員として暮らしていくためには、市民に対し、障害につ

いての正しい知識を広め、理解を深めていくことが非常に重要です。 

 理解の促進に関しては、取り組みが目に見える成果として反映されにくいことか

ら、今後も継続して市民、学校、公共施設、福祉施設および企業等に対し、障害の

ある方への理解を深めるための啓発活動を実施していくと共に、本市が実施してい

る施策について、マルチメディア等を活用し、積極的に発信していく必要がありま

す。 

 また、障害のある方と実際に交流することで、障害をより身近に感じることがで

き、正しい知識や理解につながります。交流の場や機会を充実させ、障害の有無に

かかわらず、共に支え合う環境づくりを進めます。 

 

 基本方針１ 理解の促進 

 すべての市民が障害に対して正しい知識と理解を持つことができるよう、講演会

や広報、マルチメディアを活用した情報発信、研修等の機会を通じ、積極的に啓発

活動を実施していきます。 

 

 施策１ 広報・啓発活動の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

市民への啓発 障害福祉について関心と理解を深められるよう、障害者

週間に合わせた啓発活動等を実施し、ＰＲを図ると共

に、市主催の講座や講演会、イベント等の内容を充実さ

せます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

マルチメディ

ア等を活用し

た情報発信 

広報やホームページ等により、障害に関する正しい知識

や理解を深めるためのさまざまな情報を発信すると共

に、市の障害福祉施設の活動や行事についてＰＲしてい

きます。障害者団体や障害福祉サービス事業所の主催す

るイベントや講座等の情報についても積極的に発信し、

市民への情報提供の充実を図ります。 

障害者支援課 

あらき園 

障害者福祉センター 

就労支援センター 
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事業名 事業内容 所管 

メンタルヘル

ス啓発事業の

実施 

精神疾患を発症しやすい年代にさしかかる小・中学生に

対し、主な精神疾患の症状や特性および相談窓口を紹介

するパンフレットを作成、配布することにより、精神疾

患の早期発見・早期治療のきっかけづくりを行います。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

多様性を認め

合う学校教育

活動の実施 

小・中学校において、障害の有無や年齢、性別等にかか

わらず、さまざまな人が共に生活していくことの大切さ

が実感できる機会を、学校教育活動の全体を通して設け

ていきます。 

指導課 

教育相談センター 

 

事業名 事業内容 所管 

市職員に対す

る研修等によ

る啓発 

市職員に対する研修等による啓発を行い、すべての職場

において障害福祉にかかる認識を深め、情報を共有して

いきます。 

人事課 

 

 基本方針２ 交流の場・機会づくり 

 地域における障害のある方への正しい理解と、共に支え合う環境づくりを促進す

るため、各種行事等の開催を通じて、市民が障害のある方と交流する機会を設けま

す。 

 

 施策１ 交流の場の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

地域との交流 地域住民やボランティアも参加するあらき園祭を通じ

て、地域との交流や障害福祉の啓発を図ります。また、

地域で開催されるイベント等に積極的に参加していきま

す。 

あらき園 

 

事業名 事業内容 所管 

自発的な活動

に対する支援 

障害のある方やその家族等が自発的に行う活動に対し、

事業への後援や出前講座の活用等により積極的に支援し

ていきます。 

障害者支援課 
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 施策２ ボランティア活動への支援 

 

事業名 事業内容 所管 

公設施設での

ボランティア

受け入れ 

地域の人々との交流を図り、障害のある方への理解を深

めるため、通所による障害福祉施設において、余暇活動

や行事等を支援するボランティアの受け入れを推進しま

す。 

あらき園 

障害者福祉センター 

 

事業名 事業内容 所管 

介護保険ボラ

ンティアポイ

ント制度 

高齢者が市内の介護保険施設や障害福祉施設等で、ボラ

ンティア活動を通して社会貢献することを奨励し、介護

予防を推進すると共に、障害のある方との交流を促進し

ていきます。 

高齢者支援課 

※所管の欄にある「障害者福祉センター」は「我孫子市障害者福祉センター」を、

「就労支援センター」は「我孫子市障害者就労支援センター」を表します。 
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 基本目標２ 相談支援と権利擁護体制の充実 

 

【現状と課題】 

 障害のある方が住み慣れた地域で自分らしく生活するためには、障害のある方や

その家族からの相談を受け止め、さまざまな福祉サービスの情報提供・助言・利用

支援等を行う相談支援体制の充実が重要です。 

 市では、障害者支援課内に設置している基幹相談支援センターを中心に、市内５

地区に地域の相談窓口として平成 25 年度から「障害者まちかど相談室」を設置

し、連携した相談支援体制を築いてから、10 年が経過しました。この 10 年の間

に、相談件数は増加の一途をたどり、ニーズも多様化しています。今回のアンケー

ト結果においても、より一層の連携体制の強化と質の向上が求められています。そ

のためにも、支援体制の中心である基幹相談支援センターの役割を明確化し、情報

共有、研修、指導の場を充実させることで、指定特定相談支援事業所を含めた地域

全体で、より質の高い専門的な相談ができる体制への取り組みを推進していく必要

があります。自立支援協議会による評価や検証を行いながら、地域づくりの一環と

して、相談支援体制の向上を目指します。 

 また、障害のある方の権利擁護については、同じく障害者支援課内に設置してい

る「障害者虐待防止センター」を中心に対応しています。通報件数も増加してお

り、通報や相談等への迅速な対応が可能となる支援体制の構築が求められていま

す。一方で、障害福祉サービスを提供する事業所数の基盤は整いつつありますが、

障害のある方に対する虐待の防止に関する取組みをより強化していくことが、重要

な課題となっています。また、障害者差別解消法が令和 3 年に改正され、事業者に

よる障害のある方への合理的配慮が義務化される等、社会全体で共生社会の実現に

向けた取組みも進められています。 

 成年後見制度に関しては、相談件数も増加し、市民への認知が広まる一方で、後

見人の不足や手続きの難解さ等から、十分に活用されていない状況があります。今

後も引き続き、成年後見制度を利用するための支援や普及啓発に努めていく必要が

あります。 

 

 基本方針１ 相談支援体制の強化・充実 

 障害種別にかかわらず、幅広い内容の相談に対応できる体制の充実が望まれてい

ます。そのため、基幹相談支援センターを中心に、地域の相談機関の連携を強化

し、定期的に評価・検証を行いながら、質の高い相談体制の構築を目指します。 
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 施策１ 基幹相談支援センターの充実 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者相談の

実施 

地域の相談支援体制における中核的な役割を持つ基幹相

談支援センターを障害者支援課内に設置し、社会福祉

士、精神保健福祉士、相談支援専門員等の資格を持つ職

員による、障害のある方等に対する専門的・総合的な相

談を行います。また、地域の相談支援事業所間の連絡や

調整をはじめとした、介護・子育て・医療・生活困窮等

の関連分野との連携を強化し、重層的な支援体制を構築

します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

自立支援協議

会の充実 

 

協議会において、地域における課題の抽出、改善に向け

た取り組みの検討および評価を行い、障害のある方が安

心・安全に生活できる支援体制を整備します。また専門

部会においては、各分野の関係者によるネットワークを

強化し、地域の体制の向上に繋げていきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

指定特定相談

支援事業の運

営 

障害者支援課内に指定特定相談支援事業所を設置し、障

害福祉サービスの利用に関する相談に応じるほか、緊急

性の高い場合等、必要に応じてサービス等利用計画の作

成やモニタリングを行います。 

障害者支援課 

 

 施策２ 相談支援事業の強化・充実 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者まちか

ど相談室の設

置 

委託相談支援事業所報告会の定期的な実施等を通じて、

市内５地区に設置している障害者まちかど相談室との連

携をさらに強化し、さまざまな相談ニーズに対応できる

よう相談体制の充実を図ります。また、各まちかど相談

室の取り組みについて評価・検証を行いながら、より質

の高い相談体制を構築します。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 所管 

相談支援事業所

連絡会の実施 

市内の相談支援事業所相互の技術・能力の向上および連

携強化のため、定期的に研修会や勉強会を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

相談支援専門

員の研修等の

実施 

市内の相談支援専門員の技術・能力の向上のため、さま

ざまなテーマの研修や、事例検討会を実施します。ま

た、市内の相談支援専門員に対する相談、助言、指導等

を行い、連携をより強化するため、定期的な巡回訪問を

行います。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

関係機関との

連携 

地域ケア会議をはじめとする他機関の会議への参加等、

さまざまな関係機関とのネットワークを強化し、あらゆ

る課題に対応できる包括的な支援体制を構築します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者相談員

の利用啓発 

障害のある方やその家族から選出され、障害のある方が

日常生活を送る上でのさまざまな相談・助言を行う障害

者相談員について、ホームページ等で周知を図ります。

また、障害者相談員の技術・能力の向上のため、研修会

の実施や案内を行います。 

障害者支援課 

 

 施策３ 精神保健福祉の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

心の健康クラ

ブの実施 

心の問題を抱える方の家族を対象に、専門職同席のもと

情報交換等を行うミーティングを開催します。また、各

分野の専門家を講師に招き、障害福祉に関するさまざま

なテーマでの講演会を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

心の相談の実

施 

病院に行くべきかどうか悩んでいる方やその家族を対象

に、精神科医による相談を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

アルコール教

室の実施 

酒に関する悩みを抱える方やその家族を対象に、同じ悩

みを経験した当事者による相談を実施します。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 所管 

障害のあるひ

きこもりの方

に対する支援

機関のネット

ワークの構築 

アウトリーチ事業を実施している民間の支援団体や市内

の相談支援事業所をはじめ、さまざまな関係分野と連携

し、協力体制を築きながら、個別相談に対応します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

自殺対策 「自殺対策計画」に基づき、自殺を防ぐための取り組み

として、自殺予防の啓発、相談窓口やネットワークの強

化、ゲートキーパーの養成を行います。 

社会福祉課 

 

 基本方針２ 権利擁護の推進 

 障害のある方が地域の中や施設で安心して生活できるよう、権利擁護のための支

援体制が求められています。そのため、障害者虐待や障害者差別についての理解を

深めると共に、関係機関と連携しながら、相談があった場合に迅速かつ適切に対応

できる体制の構築を目指します。また、必要な方が利用できるよう、成年後見制度

の活用の推進を図ります。 

 

 施策１ 虐待防止センターの運営 

 

 

 

事業名 事業内容 所管 

精神障害にも

対応した地域

包括ケアシス

テムの構築 

保健、精神科医療、福祉関係者による協議の場を設置

し、地域における課題の把握やその改善に向けた検討を

行うことで、連携した精神保健医療福祉体制を構築し、

精神障害のある方の地域移行・地域定着を推進します。 

障害者支援課 

事業名 事業内容 所管 

虐待に対する

相談、指導、

一時保護の実施 

障害者支援課内に虐待防止センターを設置し、障害のあ

る方への虐待にかかわる相談を行うと共に、通報等への

迅速な対応や一時保護事業等を実施します。 

障害者支援課 

事業名 事業内容 所管 

市民に向けた

虐待に関する

普及啓発 

虐待への理解を深め、早期発見に繋げるため、パンフレ

ットや広報、ホームページ等を用いた啓発活動を実施し

ます。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 所管 

障害福祉サー

ビス事業所へ

のフォローア

ップ 

支援の質を高め、虐待の防止に繋げるため、施設従事者

への研修の実施や助言等を行います。また、虐待通報の

あった事業所に対しても、個別の研修や定期的なモニタ

リング等を行い、フォローアップを継続します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

関係機関との

連携 

障害のある方の権利擁護に関する課題を扱う自立支援協

議会権利擁護部会委員や弁護士、司法書士等の専門職、

その他関係分野との連携を強化し、通報等への迅速な対

応が可能な支援体制を構築します。 

障害者支援課 

 

 施策２ 成年後見制度の活用の促進 

 

事業名 事業内容 所管 

成年後見制度

の利用支援 

成年後見制度の活用を促進するため、申立てができる家

族がいない障害のある方に対する市長申立てによる支援

や、制度の利用に関する相談等を行います。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

成年後見人•保 

佐人・補助人へ

の報酬費助成 

成年後見制度にかかる報酬の助成を受けなければ制度の

利用が困難な方への報酬扶助を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

成年後見制度

の普及啓発 

パンフレットや広報、ホームページ等を用いた市民への

周知・啓発活動を実施し、制度の普及に努めます。さら

に、必要な方がきちんと制度を利用できるよう、関係機

関との連携を強化していきます。 

障害者支援課 

 

 施策３ 障害者差別解消法の啓発 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者差別解

消法の推進 

すべての人々が相互に尊重し合いながら共生する社会の

実現に向け、障害を理由とする差別に関する相談を行

い、また障害者差別解消法に関する理解啓発のための取

り組みを行います。 

障害者支援課 
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 基本目標３ 暮らしを支えるサービスの充実 

 

【現状と課題】  

 障害のある方が住み慣れた地域で安心して暮らし、活発に社会活動に参加してい

くためには、地域においてサービスの質や量を確保し、サービスについての相談や

利用に至るまでの支援、また状況に応じて適切なサービスを利用し続けられるため

の、総合的な提供体制を整備することが必要です。一方で、真に入所が必要な重度

障害のある方に対し、安全・安心な居住の場と日中活動の場として入所施設の継続

利用を支援することも必要です。 

 市では、障害のある方の重度化・高齢化に対応するために、短期入所を併設した

緊急一時的な宿泊の場の提供をする役割や、施設等からの地域移行の促進および地

域生活の継続等の中核的な役割等を担う日中サービス支援型共同生活援助につい

て、自立支援協議会と連携し、地域の実情に合わせた整備に取り組んできました。 

 アンケート結果では、身体に障害のある方や精神に障害のある方のひとり暮らし

への希望や知的障害のある方のグループホームでの暮らしへの希望が多く、その中

でも重度の障害のある方や障害の特性に応じた支援を提供するグループホームがこ

れまで以上に求められている状況です。また、必要なサービスの質と量を確保し、

充実した障害福祉サービス等を提供するためにも、事業所に対するヒアリングにお

いても課題としてとらえられている人材の確保について、障害福祉サービス事業者

等と一体となって取り組んでいかなければなりません。 

 

 基本方針１ 日常生活への支援 

 障害のある方が安心して地域で暮らせるよう、居宅介護（ホームヘルプ）、短期入

所（ショートステイ）等の在宅生活におけるサービスの内容を充実させると共に、

必要なときに必要なサービスが適切に受けられる体制を整備します。 

 

 施策１ 福祉用具等の給付の推進 

 

事業名 事業内容 所管 

日常生活用具

の給付 

地域生活支援事業による障害のある方ならびに難病患者

の日常生活を便利にするための用具を給付します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

補装具の給付 身体障害のある方の身体機能を補完し、または代替し、

かつ、長期間にわたり継続して使用される義肢・装具・

車いす等の補装具費を支給します。 

障害者支援課 
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 施策２ 障害福祉サービス等の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

介護給付 「居宅介護」等の障害者総合支援法による介護給付に位

置づけられているサービスの支給を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

訓練等給付 「就労移行支援」等の障害者総合支援法による訓練等給

付に位置づけられているサービスの支給を実施します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

日中一時支援

事業の実施 

日中において、一時的に見守り等の支援や活動の場が必

要な方へ、日中活動の場の提供や自宅等からの送迎、社

会に適応するための日常的な訓練の場を提供します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

代筆・代読ヘ

ルパー派遣事

業の実施 

視覚障害のある方の自宅にヘルパーを派遣し、官公庁か

らの通知の代読や申請書の代筆を提供します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

配食サービス

の実施 

自分で食事の支度ができない、または、一人で外出が困

難な 65 歳未満の障害のある方に、栄養バランスのとれ

た食事の提供と、利用者の安否確認を行います。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

訪問入浴サー

ビスの実施 

重度の障害のある方に、移動入浴車を派遣し、入浴の介

護にかかる洗身および洗髪、衣類の脱着、褥そう等の観

察指導、寝具の整理等に関するサービスを提供します。 

障害者支援課 

 

  

事業名 事業内容 所管 

理髪サービス

の実施 

重度の障害のある方に、市に登録された理容師が居宅に

出向いて、理髪を行います。 

障害者支援課 
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 基本方針２ 意思疎通の支援 

 障害のある方の日常生活における円滑なコミュニケーションのために、手話通訳

者・要約筆記者の派遣等、コミュニケーション支援を推進します。また、障害に配

慮して、市のホームページや広報あびこの構成を工夫すると共に、わかりやすい方

法により情報を提供していきます。 

 

 施策１ コミュニケーション支援の推進 

 

事業名 事業内容 所管 

手話通訳者お

よび要約筆記

者派遣の実施 

聴覚障害のある方への適切な情報保障や、周囲と円滑な

コミュニケーションを図れるよう、手話通訳者および要

約筆記者の派遣を実施します。また、聴覚障害のある方

の社会参加の充実を図るため、派遣内容について検討し

ていきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

手話奉仕員の

養成 

手話通訳者の担い手を育成・確保するため、手話奉仕員

の養成講座を開催します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

手話通訳者設

置事業の実施 

聴覚障害のある方の相談、市役所窓口での円滑な意思疎

通支援、手話通訳者の派遣および要約筆記者の派遣コー

ディネート等を担う手話通訳者を障害者支援課に配置

し、聴覚障害のある方の福祉の増進を図ります。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

失語のある人

向け意思疎通

支援の実施 

失語のある人に、意思疎通支援者との会話の場を提供し

ます。 

障害者福祉センター 

 

  

事業名 事業内容 所管 

手話講習会の

実施 

聞こえない、聞こえにくい人が円滑なコミュニケーショ

ンを図れるよう手話講習会を開催します。 

障害者福祉センター 
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 施策２ 情報取得への支援の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

障害福祉のし

おりの発行 

障害のある方が受けられる各種サービス、手当、相談窓

口等についてまとめた「障害福祉のしおり」を発行し、

わかりやすく正確に情報を提供します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

声の広報あび

こ 

広報紙「広報あびこ」を、視覚障害のある方向けに朗読

音声を収録した「声の広報あびこ」でもお知らせしま

す。 

秘書広報課 

 

 

事業名 事業内容 所管 

市ホームペー

ジの文字拡

大・音声読み

上げ 

ホームページの表示サイズ変更、文字や画像の色変更、

音声読み上げ、ふりがな表示の機能で情報を提供し、障

害に配慮したページづくりを行っていきます。 

秘書広報課 

 

  

事業名 事業内容 所管 

視覚障害に配

慮した郵送物

による情報提

供の実施 

視覚障害のある方が判別しやすいよう点字シールや音声

コードを付した郵送物について、関係各課と協議しなが

ら実施します。 

障害者支援課 
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 基本方針３ 経済的支援の充実 

 障害のある方の経済的自立を支援するため、本人および家族等への経済的負担を

軽減します。各種福祉手当や医療費の給付、その他の助成事業等、経済的支援の充

実を図ります。 

 

 施策１ 経済的支援の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

各種福祉手当

の給付 

 

重度の障害のため必要となる精神的、物質的な特別の負

担の軽減の一助として手当を支給することにより福祉の

向上を図ります。 

障害者支援課 

 

 

事業名 事業内容 所管 

自立支援医療

費の給付 

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療

費の自己負担額を軽減します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

重度障害者医

療費の給付 

重度心身障害者を対象に、医療機関で診療（保険調剤を

含む）を受けた場合、保険診療（調剤）による自己負担

相当額から、保険給付の額および自己負担金を控除した

金額を助成します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

グループホー

ム等家賃の助

成 

我孫子市からグループホーム、生活ホームおよび精神障

害者ふれあいホームへの入居承認を受けている方の経済

的負担の軽減として、家賃の一部を助成します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

一時介護委託

料の助成 

在宅において障害のある方を介護している保護者が、疾

病等の理由により介護ができなくなったため一時的に有

料で介護人に介護を委託したとき、その費用の一部を助

成します。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 所管 

障害者支援施

設等通所費用

の助成 

障害者施設等に通所する場合にかかる費用の一部を助成

します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

福祉タクシー

運賃の助成 

重度の障害のある方がタクシーを利用した場合にかかる

運賃の一部を助成します。 

障害者支援課 

 

 

 

事業名 事業内容 所管 

自動車運転免

許取得費・自

動車改造費の

助成 

障害のある方が自動車の運転免許を取得し、または自動

車を自ら使用するために改造する場合に、要する経費の

一部を助成します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

特定疾病療養

者援助金の給

付 

療養者またはその保護者に対して特定疾病療養者援助金

を支給することにより、療養者またはその保護者の闘病

若しくは労苦に報いることおよび経済的負担を軽減し、

福祉の増進を図ります。 

障害者支援課 

 

  

事業名 事業内容 所管 

住宅改造費の

助成 

手すり設置、段差解消等にかかる改造費を助成します。 障害者支援課 

事業名 事業内容 所管 

若年がん患者

への福祉用具の 

貸与・購入費の

助成【新規】 

18 歳以上 40 歳未満の回復の見込みがない状態に至っ

たと判断されたがん患者に対し、福祉用具の貸与および

購入にかかる費用の一部を助成します。 

障害者支援課 
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 基本方針４ 日中活動の場・住まいの場の充実 

 障害のある方が住み慣れた地域で暮らし、充実した生活を送るため、必要性のあ

る日中活動や住まいの場の整備に対する補助を実施すると共に、今後は、障害福祉

サービス等の質の向上を目的とした対策を検討し、実施していきます。 

 

 施策１ 日中活動の場の充実 

 

 

 

 施策２ 住まいの場の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

グループホー

ムの施設整

備・運営支援 

障害のある方の住まいの場の確保にあたり、グループホ

ームを運営する事業所の安定的な運営を図るため、必要

性のある施設整備や運営費補助について実施していきま

す。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

生活ホームの

運営支援 

障害のある方の住まいの場の確保にあたり、生活ホーム

を運営する事業所の安定的な運営を図るため、運営費補

助について実施していきます。 

障害者支援課 

 

  

事業名 事業内容 所管 

障害福祉サー

ビス事業所の

施設整備・運

営支援 

障害福祉サービス事業所の基盤整備や安定的運営を図る

ため、施設整備費補助や運営費補助等について、必要性

を検証しながら継続していきます。また、障害福祉サー

ビス事業所の安定的運営を図るため、利子補給について

実施していきます。 

障害者支援課 

事業名 事業内容 所管 

地域活動支援

センターの運

営支援 

創作的活動または生産活動の機会の提供、社会との交流

の促進等の便宜を図る地域活動支援センターの運営が安

定するよう補助します。 

障害者支援課 
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 施策３ 公設施設の運営 

 

事業名 事業内容 所管 

あらき園運営

の充実 

重度の重複障害や強度行動障害のある方に対し、食事や

排せつの支援を継続して行うと共に、喀痰吸引等を必要

とする利用者を受け入れるための体制を整備します。ま

た、機能訓練や体力づくり、創作的活動、季節に合わせ

た行事、各種余暇活動等を継続して実施していきます。 

あらき園 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者福祉セ

ンターの運営 

自立訓練（生活訓練）事業所「あおぞら」、地域活動支

援センター「はるかぜ」については、内容の見直しや他

の事業等への移行等を検討していきます。 

障害者福祉センター 

 

 基本方針５ 保健・医療支援の促進 

 医療的ケアが必要な障害のある方の在宅生活を支援するため、在宅医療・福祉連

携体制の整備が求められています。医療を必要とする方と家族が安心して在宅で過

ごすため、訪問看護によるサポートや、専門医療機関、福祉・教育等との連携を強

化します。 

 また、高齢化する障害福祉サービス利用者に配慮した支援を充実し、推進しま

す。 

 

 施策１ 高齢障害者支援施策の推進 

 

事業名 事業内容 所管 

高齢障害者が介

護保険へ移行し

た場合の障害福

祉制度による利

用者の負担軽減 

障害福祉サービスを利用してきた方が、６５歳で介護保

険サービスに移行した場合の利用者負担の増加を軽減し

ていきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

高齢障害者に

対応した福祉

サービスの利

用支援 

障害のある方が介護保険へ移行する際に、高齢者支援課

や担当ケアマネジャー、相談支援専門員等と連携し、混

乱の少ないスムーズな移行につなげていきます。また、

情報を共有することで、より負担の少ない移行を図りま

す。 

障害者支援課

高齢者支援課 
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 施策２ 在宅医療支援の推進 

 

事業名 事業内容 所管 

在宅医療分野

との連携強化 

医療的ケアを要する障害のある方や難病の方、精神疾患

のある方の在宅生活を支援するため、訪問看護連絡会へ

の後方支援を通じ医療と福祉の連携強化を図ります。 

障害者支援課 

高齢者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

重度訪問介護

利用者が入院

した場合の医

療機関におけ

る障害者支援 

重度の障害のある方で、意思の疎通に支援が必要な方が

入院した際に、重度訪問介護ヘルパーが付き添うこと

で、入院中の最重度の障害のある方のコミュニケーショ

ンを支援します。 

障害者支援課 

 

 施策３ 健康づくり体制の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

各種健康診査

各種がん検診

歯科健康診査 

妊産婦健康診査、特定健康診査、長寿健康診査、各種が

ん検診、歯科健康診査を実施し、疾病の早期発見に努め

ていきます。 

健康づくり支

援課 

 

事業名 事業内容 所管 

歯科健康相

談・健康教育 

障害のある方への口腔の健康維持のため、希望する福祉

サービス事業所等の利用者に対し、継続して歯みがき指

導等を実施していきます。 

健康づくり支

援課 

 

事業名 事業内容 所管 

出前講座等を

通じた生活習

慣病予防に関

する情報発信 

出前講座や我孫子市健康づくり動画等を通じ、生活習慣

病予防に関する情報発信を行っていきます。 

健康づくり支

援課 
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 基本方針6 質の高い福祉サービスの提供 

 公設施設であるあらき園および障害者福祉センターでは、質の高いサービスを提

供できるよう専門職を配置し、民間事業所への技術的な援助を強化して、障害福祉

サービス等事業の質の向上を図ります。また、安定した事業運営となるよう、事業

者と行政が連携し、合同企業説明会を実施する等、人材不足の解消に取り組んでい

きます。 

 

 施策１ 公設施設による支援の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

事業所への専

門職員の派遣 

市の専門職（理学療法士、作業療法士、社会福祉士等）

を民間事業所へ派遣し、技術的支援や連携を強化するこ

とで、民間事業所のサービスの質を確保していきます。 

あらき園では応用行動分析学、摂食嚥下等についてスー

パーバイザーによる助言・指導を受けていることから、

支援技術や支援マニュアルをあらき園職員が民間事業者

へ伝達することで、民間事業者での重度の重複障害や強

度行動障害のある方等の受け入れ態勢をバックアップし

ます。 

あらき園 

障害者福祉センター 

 

 施策２ 障害福祉サービス事業所指定・監査の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

障害福祉サー

ビス事業所の

指定および監

査 

千葉県より権限移譲を受けている事業等について、適切

に指定管理を行うと共に、質の高いサービスを確保する

ため、事業の運営に関する指導や確認、助言等を実施す

る実地指導、また必要に応じた監査を強化していきま

す。 

障害者支援課 

 

 施策３ 人材の確保の推進 

 

事業名 事業内容 所管 

合同企業説明

会の実施【新

規】 

障害福祉について興味のある方と事業所がマッチングす

る機会を提供できるように、支援者向けの合同企業説明

会等の実施を、民間事業者と連携して取り組んでいきま

す。 

障害者支援課 
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事業名 事業内容 所管 

市のホームペ

ージでの人材

募集 

障害福祉について興味のある方と事業所がつながる機会

を提供できるよう、市のホームページを利用し、市内障

害者福祉施設の人材募集を掲載していきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

専門職採用の

推進 

障害福祉における専門的な相談を提供するため、社会福

祉士や精神保健福祉士等の市の専門職採用を継続的に実

施します。 

障害者支援課 
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 基本目標４ 就労・社会参加の促進 

 

【現状と課題】 

 障害のある方が、働くことを通して安定した生活や生きがいのある生活を送るた

めには、多様な就労ニーズや障害の特性に応じた就労環境の提供を推進する必要が

あります。 

 昨今、障害者雇用促進法の改正による合理的配慮の提供義務や法定雇用率の段階

的な引き上げ、働き方の多様性、農福連携等に加え、在宅勤務や短時間勤務等の多

様な働き方が浸透し、障害のある方のみに限らず、社会全体で就労環境が大きく変

化してきました。働きやすい環境を整えやすくなり、障害の特性に応じた働き方の

選択肢が拡充している一方で、多様化する就労環境を支援するための体制が重要と

なっています。 

 本市では、障害者就労支援センターを設置し、障害福祉サービス事業所等と連携

しながら、障害のある方の一般就労に関する相談・支援に取り組んでいます。 

 また、障害者優先調達推進法による方針の策定および取り組みを推進してきまし

た。今後も、障害福祉サービス事業所等からの受注の機会を確保し、福祉的就労を

している障害のある方の自立を促進していく必要があります。 

 さらに、生活の質の向上および社会参加の促進を図るためには、スポーツ・レク

リエーション等の余暇活動が重要であり、誰でも参加できる環境を調整する必要が

あります。 

  

 基本方針１ 就労の促進 

 障害者就労支援センターを中核として、就労移行支援事業所等と連携しながら障

害のある方の一般就労への移行や就職後の長期定着を継続的に支援すると共に、市

役所の中での就労の場を確保します。 

 また、令和 7 年度より開始される「就労選択支援」を活用し、就労系障害福祉サ

ービス事業所や相談支援専門員と連携のもと、就労に向けて必要な準備の見立てか

ら実際の訓練、求職活動、就職後の長期定着まで途切れのない一貫した支援の提供

を目指します。 

 

 施策１ 就労の促進 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者就労支

援センターの

運営 

就労移行支援事業所等の利用者で一般就労を目指す方に

対して、相談、評価、就職準備の一貫した支援を行いま

す。就労移行支援事業所への技術的な援助を行い、訓練

をする利用者のアセスメント（分析や評価）を強化しま

就労支援センター 
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す。就労に向けた適切な評価と適性の把握をすること

で、訓練がより有効に行われるようにサポートします。

また、就労した方に対して、就労の定着を図るため、職

場適応援助者（ジョブコーチ）の派遣や職場訪問、雇用

主、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整

等の支援を行っていきます。 

 

事業名 事業内容 所管 

「チャレンジ

ドオフィスあ

びこ」の運営

【新規】 

令和５年度から「チャレンジドオフィスあびこ」を開設

し、一般就労を目指す障害のある方に、「職場」という

環境を提供し、実務経験を積むことで、一般就労へとつ

なげるための支援を実施していきます。 

就労支援センター 

 

事業名 事業内容 所管 

青年サークル

「むぎの会」

の実施 

定着支援の一環として、青年サークル「むぎの会」を運

営し、就労している障害のある方の余暇活動を通して、

就労状況の確認や定着のための支援を充実していきま

す。 

就労支援センター 

 

事業名 事業内容 所管 

市役所での就

労の場の確保 

市職員採用において、障害者活躍推進計画に基づき障害

者雇用を計画的に進めると共に、雇用した障害のある職

員が長期に定着できる取り組みを実施していきます。 

人事課 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者優先調

達推進法にか

かる方針の策

定・推進 

本市における障害者就労施設等からの物品および役務の

調達の推進を図るための方針について市のホームページ

で公表しています。障害福祉施設等の受注の機会を確保

し、福祉的就労をしている障害のある方の自立を促進し

ていきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

老人福祉セン

ターへの視覚

障害者マッサ

ージ師派遣 

視覚障害のある方の活躍の場を確保し、福祉の増進を図

るため、市の老人福祉センターへ視覚障害者マッサージ

師を派遣します。 

障害者支援課 
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 基本方針２ 社会参加の促進 

 障害のある方のスポーツ・レクリエーション等の余暇活動の機会や情報の提供を

通じ、生活の質の向上や身体機能の維持を目指すと共に、障害のある方への理解の

促進を図ります。 

 

 施策１ 障害のある方の主体的な活動への支援の充実 

 

事業名 事業内容 所管 

移動支援事業

（ガイドヘル

パー派遣事

業）の実施 

屋外での移動が困難な障害のある方について、外出のた

めの支援をするガイドヘルパーを派遣します。 

障害者支援課 

 

 施策２ スポーツ・レクリエーションの推進 

 

事業名 事業内容 所管 

障害のある方

でも参加でき

るスポーツ・

レクリエーシ

ョンの推進 

スポーツ推進委員が、誰でも手軽に楽しめる「ニュース

ポーツ」を通じて、福祉施設の利用者と交流を図りま

す。また、障害者団体へのスポーツ推進委員の派遣や、

他団体と連携したイベントや研修を行っていきます。今

後も、広報やホームページ等において、障害のある方で

も楽しめるスポーツの啓発や情報提供等を行い、広くス

ポーツに親しめる機会を提供します。 

文化・スポー

ツ課 
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 基本目標５ 安心して暮らせる環境づくり 

 

【現状と課題】 

 障害の有無にかかわらず、すべての市民にとって安心して暮らせる環境づくり、

誰にとってもバリアフリーなまちづくりが必要です。 

 これまでも、障害のある方が安心して地域で暮らし続けるために、障害の高齢

化・重度化や「親亡き後」を見据えた対策として、地域の社会資源の連携をいか

し、「地域生活支援拠点等」の基盤を面的に整備してきました。しかし、その機能を

十分にいかしきれていない現状があります。そのため、自立支援協議会等で適切に

評価、検証をすることで、より地域の実情に対応した仕組みづくりを進める必要が

あります。 

バリアフリーとユニバーサルデザインについては、安心して生活できる生活環境

の整備のため、今後も継続的に普及・啓発の推進に取り組んでいく必要がありま

す。 

 また、以前の震災や台風等による被害や、令和２年から新型コロナウイルス感染

症により新しい生活様式を取り入れる等、生活に大きな影響を受け、災害や感染症

による非常時の対応について、改めて深く考える状況を経験してきました。災害時

に配慮を要する方に対する支援の在り方や災害に強いまちづくりを進めていくこ

と、緊急のときに備えてあらかじめ対策しておくこと、そして、感染症等による影

響がある中でも、障害のある方が安心して継続したサービスの提供を受けられるよ

うな体制の整備が重要な課題となっています。 

 

 基本方針１ 快適な居住環境づくり 

 障害のある方の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据えた、居住支援のための機

能をもつ地域生活支援拠点等の体制を整備し、積極的に活用していきます。「相談」

「緊急時の受け入れ・対応」「体験の機会・場」「専門的人材の確保・養成」「地域の

体制づくり」の５つを柱とした居住支援のための仕組みを整備することで、障害の

ある方のより安心・快適な生活を、地域全体で支える体制の構築を目指していきま

す。 

 また、誰もが社会活動に参加しやすい環境を目指し、千葉県福祉のまちづくり条

例に沿った福祉のまちづくりを総合的に推進するため、歩道段差解消や点字ブロッ

ク補修・設置等、バリアフリー化を進める事業を計画的に実施していきます。 
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 施策１ 地域生活支援拠点等事業の充実【新規】 

 

事業名 事業内容 所管 

障害者まちか

ど相談室の活

用 

「相談」機能として、基幹相談支援センター、障害者ま

ちかど相談室が中心となり、緊急時のサービスのコーデ

ィネートや相談支援を行うと共に、地域のさまざまなニ

ーズに対応できるサービス提供体制の確保や、地域の社

会資源の連携体制の構築を目指します。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

緊急対応対象

者リストの活

用 

「緊急時の受け入れ・対応」の機能として、市内 2 か所

の事業所を受け入れ先として位置づけると共に、緊急時

の支援が見込めない世帯を事前に把握するため、緊急対

応対象者のリストを作成し、関係機関と情報を共有しま

す。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

専門的人材の

活用 

「専門的人材の確保、養成」機能として、  民間の障害

福祉サービス事業所等への専門職員の派遣を実施すると

共に、主任相談支援専門員を中心とした勉強会を通じ

て、相談支援専門員のスキルアップを図ります。 

障害者支援課 

あらき園 

障害者福祉センター 

 

 施策２ 道路・交通のバリアフリーの推進 

 

事業名 事業内容 所管 

駅舎および駅

周辺の整備 

駅施設について、バリアフリー化を推進し、駅を利用す

るすべての人が安全で快適に利用できる環境を関係機関

と協力しながら整備していきます。 

交通政策課 

道路課 

 

事業名 事業内容 所管 

事業者等の送迎

バスの空席を活用 

した外出応援事業 

市内の自動車教習所や病院等が運行している送迎バスの

空席を活用し、高齢者や障害のある方の買い物、通院、

交流等の外出を支援します。 

交通政策課 
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 施策３ バリアフリー情報の提供 

 

事業名 事業内容 所管 

バリアフリー

情報提供事業 

すべての人が安心して外出できるように、バリアフリー

おでかけマップ「らっく楽！あびこ」を公開型 GIS「あ

びまっぷ」で公開しています。今後も随時内容を更新

し、バリアフリー情報を提供していきます。 

障害者福祉センター 

 

 基本方針２ 防災・災害・緊急時への対策 

 災害時に支援が必要な障害のある避難行動要支援者は、自ら必要な情報を入手す

ることや自力による避難が困難であり、より迅速に避難するためには、平時にどの

ような避難方法になるのか、どのような支援が必要となるのかをあらかじめ確認し

ておくことが重要です。情報を事前に共有しておくことで、避難所での障害特性に

合わせた配慮が提供される仕組みづくりを推進していきます。また、避難所におい

て発生する二次災害を防ぐため、一般の避難所では生活することが困難な障害のあ

る方が、必要な配慮を受けられる福祉避難所として、あらき園や障害者福祉センタ

ーの避難所開設訓練や運営訓練等に取り組んでいきます。 

 災害時以外についても、緊急時の対応に有効なヘルプマークや NET119 の周知・

活用を図っていくと共に、感染症に対する経験をもとに、安心してサービスの利用

が継続できる体制の整備に取り組んでいきます。 

 

 施策１ 避難行動要支援者（災害時要援護者）への支援 

 

事業名 事業内容 所管 

避難行動要支

援者避難支援

計画の推進 

「我孫子市避難行動要支援者避難支援計画」および「我

孫子市避難行動要支援者名簿に関する条例」に基づき、

同意前提方式による要支援者名簿を作成し、自治会等の

避難支援団体に対して名簿を提供できる環境を整備しま

す。個別避難計画については優先度が高い要支援者か

ら、作成を推進していきます。 

市民安全課 

障害者支援課 

事業名 事業内容 所管 

歩行空間の整

備 

歩行空間について、段差の解消や視覚障害者用誘導ブロ

ックの敷設等を計画的に行うと共に、警察署と連携し、

視覚障害者用信号機や交通信号機等の交通安全施設を整

備します。また、歩道に自転車や荷物を放置しないよう

市民へ啓発します。 

道路課 

交通政策課 
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事業名 事業内容 所管 

福祉避難所の

指定 

高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等一般の避難所では生

活に支障を来たす方への配慮がなされた福祉避難所の新

たな指定に向け関係機関との調整を図ります。 

市民安全課 

 

事業名 事業内容 所管 

福祉避難所の

開設・運営 

「我孫子市福祉避難所設置基準及び開設・運営マニュア

ル」および「福祉避難所マニュアル」に基づき、平時か

ら災害対応物品の備蓄、開設・運営訓練を実施し、災害

時には避難所の迅速な開設や障害特性・ニーズに対応し

た運営を実施します。 

障害者支援課 

あらき園 

障害者福祉センター 

 

 

事業名 事業内容 所管 

災害避難所要

支援者用ベス

トの活用 

災害時に「支援が必要」であることを、ベストを活用

し、周囲の人にわかりやすく表示する等、避難支援対策

を強化していきます。 

市民安全課 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

福祉施設での

災害への備え 

火災、地震等の災害時や不審者侵入等の避難を要する事

態の予防に取り組むと共に、人命の安全確保、被害の軽

減を図ることを目的とし、防災設備・防災用品の確保

と、三施設合同訓練や施設ごとの訓練を実施します。 

あらき園 

障害者福祉センター 

こども発達センター 

 

  

事業名 事業内容 所管 

避難行動要支

援者名簿の管

理 

災害発生時に、自ら必要な情報を把握することや、安全

な場所に避難する等、一連の行動をとることが難しく、

支援を必要とする方の名簿を作成し、その名簿を平常時

から町内自治会や自主防災組織、警察等と共有すること

で、これらの方を災害から守るための体制の構築を進め

ています。 

障害者支援課 
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 施策２ 緊急時に備えるための対策 

 

事業名 事業内容 所管 

ヘルプマーク

の周知および

活用 

障害のある方等が普段から身に着けておくことで、緊急

時や災害時、日常の困ったときに、周囲の配慮や手助け

をお願いしやすくするため、ヘルプマークについて広く

周知し、配布していきます。 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

NET119 の

周知および活

用 

聴覚や発話に障害のある方が、携帯電話やスマートフォ

ンを使って、素早く 119 番に通報することができる

NET119 について、広く周知し、活用していきます。 

警防課 

障害者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

緊急通報シス

テム装置の貸

与 

脳血管疾患や心疾患等による発作、急変等により、緊急

搬送のおそれのあるひとり暮らし等の障害のある方に、

体調不良時に救助活動が行われるよう、居宅に緊急電話

機を設置します。 

障害者支援課 

高齢者支援課 

 

事業名 事業内容 所管 

協定締結企業等

による見守り

サービスの周

知および活用 

我孫子市生活困窮者孤立死防止対策事業の一環として協

定を締結した企業による独自の見守りサービスについ

て、市民に対し積極的に周知します。 

障害者支援課 

 

 施策３ 感染症への対策 

 

事業名 事業内容 所管 

市内施設への

情報提供・啓

発 

必要な情報を共有し、連携をとることで、障害福祉施設

における感染症対策の実施および業務を継続できる体制

を支援していきます。 

障害者支援課 
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 第５章 第７期障害福祉計画   

  国の基本指針の概要 

 障害者総合支援法に基づく本計画（第７期障害福祉計画）は、「障害福祉サービ

ス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の「基本

理念」や「基本的考え方」等に基づき、令和６年度から令和８年度までの３か年を

期間とする、障害福祉サービスや相談支援、地域生活支援事業に関する目標値や見

込量を定め、サービスの提供体制を確保していくために策定するものです。 

 「我孫子市子ども発達支援計画」では、国の「第３期障害児福祉計画」の指針に

基づき、「第３期我孫子市子ども発達支援計画」として策定しています。ライフス

テージに沿って、子ども担当部署と連携を図り、切れ目のない一貫した支援を提供

する体制の充実を図ります。 

 

【基本理念】 

（１）障害者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

（２）市町村を基本とした身近な実施主体と障害種別によらない一元的な障害福祉 

   サービスの実施等 

 （３）入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の課題に 

   対応したサービス提供体制の整備 

 （４）地域共生社会の実現に向けた取組 

 （５）障害児の健やかな育成のための発達支援 

（６）障害福祉人材の確保・定着 

 （７）障害者の社会参加を支える取組定着 

 

【障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方】 

（１）訪問系サービスの保障 

（２）希望する障害者等への日中活動系サービスの保障 

（３）グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

（４）福祉施設から一般就労への移行等の推進 

（５）強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害者に対する支援体制の充実 

（６）依存症対策の推進 

 

 【相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方】 

 （１）相談支援体制の構築 

 （２）地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

 （３）発達障害者等に対する支援 

（４）協議会の設置等 
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 成果目標の設定について 

 

障害のある方の地域生活を支援するため、令和 8 年度を目標年度とする必要なサ

ービス等の基盤整備および提供体制の確保にかかる目標を設定します。 

 

 活動指標および障害福祉サービス等の見込量について 

 

 成果目標を達成するための活動指標として、障害福祉サービス等の必要な見込量

を定めています。 

 なお、国の基本的な指針に基づき、障害福祉サービスの見込量については各年度

の３月を基準とする「１か月間」とし、地域生活支援事業については「１年間」の

必要となるサービス提供量を見込んだ数値としています。ただし、相談支援のサー

ビス見込量については、各月の利用者数の平均としています。 

 

      

 

１ 障害福祉サービス 

(1)訪問系サービス ○居宅介護 ○重度訪問介護 ○同行援護 ○行動援護 

○重度障害者等包括支援 

(2)日中活動系サービス ○生活介護 ○自立訓練（機能訓練・生活訓練）〇就労選択支援 

○就労移行支援 ○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

○就労定着支援 ○療養介護 ○短期入所（福祉型・医療型） 

(3)居住系サービス ○自立生活援助 ○共同生活援助 ○施設入所支援 

２ 相談支援 

相談支援 ○計画相談支援 ○地域移行支援 ○地域定着支援 

３ 地域生活支援事業 

【必須事業】 

(1)理解促進研修・啓発事業 

(2)自発的活動支援事業 

(3)相談支援事業 

(4)成年後見制度利用支援事業 

(5)成年後見制度法人後見支援事業 

(6)意思疎通支援事業 

〇手話通訳者派遣事業 〇要約筆記者派遣事業  

〇失語のある人向け意思疎通支援者の派遣事業 〇手話通訳者設置事業 

(7)日常生活用具給付等事業 

〇介護訓練支援用具 〇自立生活支援用具 〇在宅療養等支援用具 

〇情報・意思疎通支援用具 〇排せつ管理支援用具 〇住宅改修費 

(8)手話奉仕員養成研修事業 

(9)移動支援事業（ガイドヘルパー派遣事業） 

(10)地域活動支援センター機能強化事業 

【任意事業】 

(11)その他の地域生活支援事業 

〇日中一時支援事業 〇訪問入浴サービス事業  

障害福祉計画に定める障害福祉サービス等の体系 
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 １ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 

【成果目標の考え方】 

 地域生活への移行を進める観点から、令和４年度末時点において、福祉施設に入

所している障害のある方のうち、今後、自立訓練等を利用し、グループホーム、一

般住宅等に移行する者の数を見込みます。その上で、令和８年度末における地域生

活に移行する者の数値目標を設定します。 

 

【目標値】 

項 目 数 値 考え方 

令和４年度末時点の 

施設入所者数 
49 人 令和４年度末時点の福祉施設入所者数 

令和８年度末 

施設入所者数 
46 人 令和８年度末時点の福祉施設入所者数 

【令和８年度目標値】 

減少見込者数 
３人 

令和８年度末時点における施設入所者数が

令和４年度末時点から５％減少 

【令和８年度目標値】 

地域移行見込者数 
6 人 

令和８年度末時点における施設入所者が令

和４年度末時点から 6％以上地域移行する 

※第３期我孫子市障害者プランにおける未

達成割合 6％を加える（令和 4 年度末時

点） 

※成果目標について、第３期我孫子市障害者プランにおける数値目標が達成されないと見込まれ

る場合は、未達成割合を令和８年度末における地域生活に移行する者の目標値に加えた割合以上

を目標値としています。 

 

【目標値の現状】 

 本計画において、国の指針によると本市では６人の方の地域移行を目指すことと

なりますが、現在入所を継続している方については、高齢化や障害の重度化により

医療的ケアや高度な支援が必要となってくることから、地域における高度な支援体

制を整備する中で、生活や日中活動の場を確保していくことが必要であると考えま

す。 

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

 重度の障害のある方でも、住み慣れた地域で暮らし、充実した生活を送るために

は、生活や日中活動の場の確保が不可欠となることから、引き続きあらき園等の公
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設施設による民間事業所への技術的な支援を継続して実施しながら、医療との連携

を強化し、高度な支援が必要な方でも地域で生活できるよう支援していきます。 

 また、日中サービス支援型共同生活援助を充実させることにより、地域における

常時の支援体制の確保を推進していきます。 

 

【活動指標】 

１ 障害福祉サービス 

 

（１）訪問系サービス 

サービス名 サービスの内容 

居宅介護 障害のある方の居宅を訪問し、介護や家事等の必要な援助

をするもので、入浴、排せつ、食事等の身体介護や調理、洗

濯、掃除等の家事援助、生活等に関する相談、助言その他の

生活全般にかかる援助を行うサービスです。 

重度訪問介護  常に介護を必要とする重度の障害のある方の居宅において、

入浴、排せつ、食事等の身体介護や調理、洗濯、掃除等の家

事援助、生活等に関する相談、助言その他の生活全般にかか

る援助、外出時における移動中の介護を総合的に行うサービ

スです。 

同行援護 移動に著しい困難を有する視覚障害のある方が外出する際

に同行し、移動に必要な情報の提供や移動の援護、排せつ、

食事等の介護の他、外出する際に必要な援助を行うサービス

です。 

行動援護 重度の知的障害または精神障害のある方が外出する際、本

人に同行して、行動する際の危険回避に必要な援護や外出時

における移動中の介護を行うサービスです。 

重度障害者等包括支援  障害支援区分６に該当する人のうち、意思疎通に著しい困

難を有する常時介護を必要とする障害により、行動上著しい

困難を有する方に対し、居宅介護等のサービスを包括的に提

供するサービスです。 

 

◆訪問系サービスの見込量算定の考え方 

 訪問系サービスについては、障害のある方の地域で自立した生活を支える上で必

要不可欠なサービスであり、また、グループホームや施設入所等から地域生活への

移行が進むにつれて、これらのサービスを必要とする方が増えていくと考えられま

す。障害のある方が地域で安心して暮らしていくために、障害種別にかかわらずサ

ービスが提供できるようサービス提供体制の整備を進めます。 
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（２）日中活動系サービス 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

居宅介護 
実人／月 143 145 150 153 156 

時間／月 1,820 1,828 1,890 1,928 1,966 

重度訪問介護 
実人／月 1 1 2 2 ３ 

時間／月 69 72 100 100 150 

同行援護 
実人／月 25 28 30 31 32 

時間／月 363 476 390 403 416 

行動援護 
実人／月 6 6 7 7 7 

時間／月 120 140 154 154 154 

重度障害者等包括支援 
実人／月 0 0 0 0 0 

単位数／月 0 0 0 0 0 

サービス名 サービスの内容 

生活介護  常時介護が必要な障害のある方が、地域で安定した生活を送

るために、障害者支援施設等で、食事や入浴、排せつ等の介護

や日常生活上の支援、軽作業等の生産活動や創作活動の機会を

提供するサービスです。 

自立訓練 

（機能訓練） 

 地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等を

図るための支援が必要な身体障害のある方や難病等対象者の方

に対し、理学療法士や作業療法士の身体的リハビリテーション

や日常生活上の支援を通所や訪問による訓練と組み合わせて提

供するサービスです。 

自立訓練 

（生活訓練） 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等を

図るための支援が必要な知的障害のある方・精神障害のある方

に対し、食事や家事等の日常生活能力が向上するための支援や

日常生活上の相談支援を、通所や訪問による訓練と組み合わせ

て提供するサービスです。 

就労選択支援

【新規】 

就労先や働き方についてより良い選択ができるよう、本人と

共同で、就労能力や適性を客観的に評価すると共に、本人の強

みや課題を明らかにし、就労にあたって必要な支援や配慮を整

理する「就労アセスメント」の手法を活用して、適切な支援の

提供のために必要な障害福祉サービス事業を行うものとの連絡

調整等を実施するサービスです。 
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就労移行支援  就労を希望する６５歳未満の人を対象に、知識・能力の向

上、実習、求職に関する支援等を通じ、適性に合った就労等へ

の移行に向けて訓練を実施するサービスです。適性に合った職

場への就労・定着を目指し、期間を限定して提供するサービス

で、標準的な利用期間は２４か月です。 

就労継続支援

（Ａ型） 

 就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識および能力の

向上を図ることにより、雇用契約に基づく就労が可能と見込ま

れる６５歳未満の障害のある方へ就労の機会を提供するサービ

スです。就労に必要な知識、能力が高まった方については、就

労の移行へ向けての支援も行います。ただし、雇用契約に基づ

くサービス利用となり、サービス提供事業所の確保が困難と考

えられることから、一部雇用契約によらない利用者と混合した

サービス提供も可能とされています。 

就労継続支援

（Ｂ型） 

 就労移行支援や就労継続支援（Ａ型）等を利用したが就労に

結びつかなかった障害のある方や、５０歳以上に達している障

害のある方で、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識お

よび能力の向上や維持が見込まれる方へ雇用契約を結ばない就

労や生産活動の機会を提供するサービスです。 

就労定着支援  就労した障害のある方に対し、就労に伴う生活面の課題につ

いて、就労の継続を図るために企業、自宅等への訪問や障害の

ある方の来所により必要な連絡調整や指導・助言を一定期間行

うサービスです。 

療養介護  病院等への長期の入院による医療的ケアに加え、常時介護を

要する障害のある方に、主として昼間において、病院で行われ

る機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護および日常生活上の支援を提供するサービスです。 

短期入所 

（福祉型） 

 障害支援区分１以上の人で、居宅で介護を行っている方が病

気等で介護できないときに、障害者支援施設等に短期間入所

し、入浴や排せつ、食事等の介護や日常生活上の支援を提供す

るサービスです。 

短期入所 

（医療型） 

 重症心身障害児（者）等、障害支援区分５以上等の要件を満

たし、居宅で介護を行っている方が病気等で介護できないとき

に、障害者支援施設等に短期間入所し、入浴や排せつ、食事等

の介護や日常生活上の支援（医学的管理を含む）を提供するサ

ービスです。 
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◆日中活動系サービスの見込量算定の考え方 

 障害のある方の身辺自立や就労等を目指した訓練や社会参加を提供する場として

必要不可欠なサービスで、今後も全体的に増加すると見込みます。 

 また、短期入所事業においては、将来的な自立に向けての利用や家族状況による

緊急時の利用等を鑑み、必要なサービス量を見込みます。 

 

 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

生活介護 

（うち重度障害者）【新規】 

実人／月 
273 

- 

297 

- 

309 

 (43) 

315 

(47) 

321 

(51) 

日数／月 5,290 5,640 5,871 5,985 6,099 

自立訓練（機能訓練） 
実人／月 0 3 ３ ３ ４ 

日数／月 0 52 45 45 60 

自立訓練（生活訓練） 
実人／月 8 8 ９ ９ ９ 

日数／月 127 115 126 126 126 

就労選択支援 実人／月 - - - ２ ３ 

就労移行支援 
実人／月 62 50 52 53 54 

日数／月 1,093 980 884 901 918 

就労継続支援（Ａ型） 
実人／月 106 118 137 147 158 

日数／月 2,079 2,159 2,466 2,646 2,844 

就労継続支援（B 型） 
実人／月 198 210 229 240 252 

日数／月 3,242 3,495 3,664 3,840 4,032 

就労定着支援 実人／月 22 32 42 47 53 

療養介護 実人／月 11 8 ８ ８ ８ 

短期入所（福祉型） 

（うち重度障害者）【新規】 

実人／月 
17 

- 

41 

- 

50 

(13) 

55 

(14) 

60 

(17) 

日数／月 160 259 350 385 420 

短期入所（医療型） 
実人／月 0 0 １ ２ ３ 

日数／月 0 0 ７ 14 21 
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 （３）居住支援・施設系サービス 

 

◆居住系サービスの見込量算定の考え方 

 居住系のサービスについては、特に長期的に施設入所をしている方の地域への移

行を進めていくことや、重度の障害のある方に対応した日中サービス支援型共同生

活援助の整備が求められています。 

 本計画においては、施設入所支援において国の方針に基づき令和４年度末の実績

４９人に対して、令和８年度末には５％削減することから、４６人の計画値としま

す。共同生活援助（グループホーム）や自立生活援助については、施設や入院から

地域へ移行する人数を考慮し、必要なサービス量を見込みます。 

 

 

  

サービス名 サービスの内容 

自立生活援助  障害のある方が安心して地域で生活することができる

よう、集団生活ではなく賃貸住宅等における一人暮らし

への移行による地域生活を支援するため、定期的に利用

者の居宅を訪問し必要な助言・医療機関等との連絡調整

や利用者からの相談・要請があった場合の訪問・電話・

メール等による随時対応等の支援を行うサービスです。 

共同生活援助 

（グループホーム） 

 障害のある方に対して、主に夜間において、共同生活

を営む住居で相談、入浴、排せつまたは食事の介護、そ

の他の日常生活上の援助を行うサービスです。 

施設入所支援  夜間において介護が必要な重度の障害のある方や、通

所が困難である自立訓練、就労移行支援の利用者へ、夜

間における入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活上の

相談支援等を提供するサービスです。 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

自立生活援助 実人／月 5 4 ６ 7 8 

共同生活援助 

（うち重度障害者）【新規】 
実人／月 

218 

- 

254 

- 

306 

 (29) 

336 

 (33) 

369 

 (37) 

施設入所支援 実人／月 50 49 48 47 46 
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２ 相談支援 

 

サービス名 サービスの内容 

計画相談支援  自ら障害福祉サービスの利用に関する調整が困難な障

害のある方が障害福祉サービスを適切に利用することが

できるよう、心身の状況や意向等を勘案しサービスの種

類、内容等について計画を作成するサービスです。 

地域移行支援  症状が安定しており受入条件が整えば退所、退院が可

能な障害者支援施設に入所している者、精神科病院に１

年以上入院している者、または１年未満の入院者で特に

支援が必要な者等を対象とし、６か月以内を原則とし

て、社会復帰を目指すために住居の確保その他の地域に

おける生活に移行するための活動に関する支援等を実施

するサービスです。 

地域定着支援  施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人

暮らしに移行した者や、家族と同居していても家庭の状

況により家族の支援を受けられない障害のある方を対象

とし、一定期間内で、常時の連絡体制を確保し、障害の

特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の支援

等を実施するサービスです。 

 

◆相談支援の見込量算定の考え方 

 障害のある方やその保護者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言、サー

ビス提供事業者との連絡調整、適切な障害福祉サービスを組み合わせてサービス等

利用計画を作成する相談支援の需要は高く、今後も利用者の増加が見込まれます。 

 地域移行支援および地域定着支援については、長期の施設入所や入院から地域移

行を進めることを鑑み、利用者の増加を見込みます。 

 

 

令和８年度末の長期入院患者の地域生活への移行に伴う地域の

精神保健福祉体制の基盤整備量（利用者数） 
23 人 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

計画相談支援 実人／月 128 151 170 180 190 

地域移行支援 実人／月 0 1 1 1 1 

地域定着支援 実人／月 0 1 1 1 1 
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 ２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 

【成果目標】 

 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、保健・医療・

福祉関係者が連携して取り組むとともに、地域の精神医療福祉体制の基盤整備等を

推進することにより、精神障害のある方の地域移行や定着を図るため、各活動指標

を設定します。 

 

【活動指標】 

保健、医療及び福祉関係者による協議の場

の開催回数の見込み 
年６回 

保健、医療、福祉、介護、当事者及び家族

等の関係者ごとの参加人数の見込み 

保健１名 

医療（精神科）２名 

医療（精神科以外）１名 

福祉１５名 

介護１名 

当事者及び家族等３名 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

協議の場における目標設定及び評価の実

施回数の見込み 
２ ２ ２ 

精神障害者の地域移行支援利用者数の見込み 1 1 1 

精神障害者の地域定着支援利用者数の見込み 1 1 1 

精神障害者の共同生活援助利用者数の見込み 117 140 168 

精神障害者の自立生活援助利用者数の見込み 4 5 6 

精神障害者の自立訓練（生活訓練）利用者数

の見込み【新規】 
７ ７ ７ 

 

【目標値の現状】 

 入院中の精神障害者が退院に向けて準備をする際は、医療や福祉等の関係機関が

連携・調整しながら進めています。しかし、現在、地域移行支援や地域定着支援の

利用者は少ない状況です。また、長期入院している精神障害者の地域生活を支える

社会資源の充実も求められています。 

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

 松戸圏域における地域包括ケアシステムの協議の場を設定し、入院中の精神障害

者の地域生活にかかる事業について重点的に取り組んでいくと共に、地域の実情に

応じた体制の整備を進めるため、自立支援協議会相談支援部会と連携し取り組んで

いきます。 
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 ３ 地域生活支援の充実 

 

【成果目標】 

 地域生活支援拠点等を整備するとともに、コーディネーターの配置等による効果

的な支援体制および緊急時の連絡体制の構築を進め、年１回以上、支援の実績等を

踏まえ運用状況の検証・検討を行います。 

 また、強度行動障害を有する者に関し、支援ニーズを把握し、支援体制の整備を

進めます。 

 

【活動指標】 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域生活支援拠点等の設置個所数 ５ ５ ５ 

コーディネーターの配置人数 １ １ １ 

地域生活支援拠点等における機能の充実に向けた支援の

実績等を踏まえた検証及び実施回数 
１ １ １ 

強度行動障害を有する者の支援ニーズの把握【新規】 有 有 有 

強度行動障害を有する者に係る支援体制の整備【新規】 有 有 有 

 

【目標値の現状】 

 市域全体を一つの面としてとらえ、既存の社会資源を有効活用する面的整備型で

整備を行っています。地域生活支援拠点等として、グループホーム・短期入所・相

談支援の機能を有する事業所が市内に２か所設置されているほか、市内５地区にそ

れぞれの地域の相談窓口として設置している「障害者まちかど相談室」が相談機能

としての地域生活支援拠点等を担っています。また、専門的人材の確保・養成のた

め、あらき園や障害者福祉センターにて専門職員派遣事業を行っています。障害福

祉サービス事業者等の指定に関する県からの権限移譲を強みとし、障害者支援課内

に設置している基幹相談支援センターを中心に、市内のすべての関係機関で連携し

た地域の体制づくりに努めています。 

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

これまで培ってきた相談機能の連携を主軸に、市内の関係機関に地域生活支援拠

点等を周知し、連携体制をより強化していきます。その中で、強度行動障害のある

方の支援ニーズを把握し、そのニーズに対する支援体制を整備していきます。ま

た、コーディネーターのもと、市内施設の空室状況や、有事に支援を必要とする方

の把握・整理を行うための仕組みをつくり、緊急時に円滑に対応できる体制を整備

していきます。そうした体制の検証を、自立支援協議会にて継続的に行っていきま

す。 
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 ４ 福祉施設等から一般就労への移行等 

【目標数値の考え方】 

 福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等（就労移行支援、就労継続支援、

生活介護、自立訓練）を通じて、令和８年度中に一般就労に移行する方の目標値を

設定します。 

 

【目標値】 

 項 目 数 値 考え方 

一
般
就
労
移
行
者
数 

福祉施設から一

般就労移行者数 

令和 3 年度

末時点 
37 人 福祉施設の利用者のうち、一般就

労へ移行する者の人数が、令和３

年度に一般就労へ移行した者の

1.28 倍を目指す 

【目標値】 

令和８年度

末時点 

48 人 

就労移行支援事

業から一般就労

への移行者数 

令和 3 年度

末時点 
33 人 就労移行支援事業の利用者から

一般就労へ移行する者の人数が、

令和３年度の一般就労へ移行し

た者の 1.31 倍を目指す 

【目標値】 

令和８年度

末時点 

44 人 

就労継続支援事

業から一般就労

への移行者数 

令和３年度

末時点 

A 型 2 人 

B 型 3 人 

就労継続支援 A 型及び就労継続

支援 B 型事業の利用者から一般

就労へ移行する者の人数が、令和

３年度の一般就労へ移行した者

のそれぞれ概ね 1.29 倍、1.28

倍を目指す 

【目標値】 

令和８年度

末時点 

A 型３人 

B 型 4 人 

一般就労への移行実績のある

事業所の割合【新規】 
５割以上 

就労移行支援事業利用終了者に

占める一般就労へ移行した者の

割合が５割以上の事業所 

就
労
定
着
支
援
事
業 

就労定着支援事

業の利用者数 

令和３年度

末時点 
22 人 

令和３年度の就労定着支援事業

の利用者数の1.41倍以上を目指

す 

【目標値】 

令和８年度

末時点 

53 人 

令和８年度末における就労定

着率※ 

２割５分

以上 

市内の就労定着支援事業所のう

ち、就労定着率が７割以上の事業

所 

※就労定着率とは、過去６年間において、就労定着支援の利用を終了した者のうち、雇用された 

 通常の事業所に 42月以上 78月未満の期間継続して就労している者または就労していた者の 

 占める割合のことです。 
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【目標値の現状】  

 一般就労移行者数については、本市で設置している障害者就労支援センターにお

ける個別支援や、就労移行支援事業所等の利用により、増加傾向にあります。 

 また、市内の就労移行支援事業所は３か所あり、令和４年度末において、就労移

行支援事業の利用者の６割は市内の事業所を利用している状況です。  

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

 就労支援センターでは引き続き、一般就労を希望する障害のある方に対して関係

機関と連携のもと、就労アセスメントを実施すると共に、新たな「就労選択支援」

を利用した適切なジョブマッチングを図り、安定して長期に就労ができるようフォ

ローアップを進めていきます。 

 また、近隣で障害のある方を採用する企業の情報や特例子会社の情報提供を行

い、福祉施設から一般就労への移行の促進を図るとともに、大学在学中の学生の就

労移行支援事業の利用促進、就労継続支援事業等における農福連携の取り組みを推

進します。  
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 ５ 相談支援体制の充実・強化等 

【成果目標】 

 基幹相談支援センターの設置および協議会における個別事例の検討を通じた地域

のサービス基盤の開発・改善等を行う取組みを行います。また、実現に向けて各活

動指標を設定します。 

 

【活動指標】 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

基幹相談支援センターの設置【新規】 有 有 有 

地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的

な指導・助言件数 
13 13 13 

地域の相談支援事業者の人材育成の支援件数 ４ ５ ５ 

地域の相談機関との連携強化の取り組みの実施回数 14 15 16 

個別事例の支援内容の検証の実施回数【新規】 18 19 20 

基幹相談支援センターにおける主任相談支援専門員

の配置数 
１ １ １ 

事例検討実施回数（頻度） １ ２ ２ 

参加事業者・機関数 ９ 10 10 

協議会の専門部会の設置数 ３ ３ ３ 

協議会の専門部会の実施回数（頻度） ６ ６ ６ 

 

【目標値の現状】 

 障害者支援課内に基幹相談支援センターを、また市内５地区にそれぞれ地域の相

談窓口として「障害者まちかど相談室」を設置し、他の相談支援事業所とも連携し

た相談支援体制を築いています。連携強化の取り組みとして、定期的な報告会、連

絡会の開催や、人材育成の支援として、事例検討会を含む各種研修を実施していま

す。また、訪問等による専門的な指導・助言として、基幹相談支援センターの職員

が各相談支援事業所を定期的に訪問し、各事業所における課題等について協議して

います。 

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

 相談機関においては、年々、相談件数の増加およびニーズの多様化が見られるた

め、今後はより一層、相談支援体制の強化と質の向上が求められます。そのために

も、まずは基幹相談支援センターとしての役割を明確化し、報告会、連絡会、各種

研修、巡回訪問といった既存の取り組みはもちろん、さらにその頻度や内容の充実

を目指します。地域の主任相談支援専門員を中心に、個別事例の検証機会も増や

し、相談支援事業所が参画する協議会においても事例検討を実施していきます。 
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 ６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築  

 

【成果目標の考え方】 

 障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みにかかる体制を構築し、ま

た実現に向けて各活動指標を設定します。 

 

【活動指標】 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

都道府県が実施する障害福祉サービス等に

係る各種研修への市職員の参加人数の見込

み 

４ ４ ４ 

自立支援審査支払システム等により、事業

所と審査結果を共有する回数の見込み 
１回／年 １回／年 １回／年 

 

【目標値の現状】 

 県からの権限移譲を受け、指定障害福祉サービス事業者への実地指導を行ってい

ます。サービスの評価、支援の助言等、適正化を図っています。 

また、審査支払システムの導入により事業所の請求内容について適正化を図って

います。 

 

【目標達成のための取り組みの方向性】 

 利用者が必要とする障害福祉サービス等の提供が、適切に行われていることを実

地指導等で確認・助言をしていきます。 
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 ７ 地域生活支援事業等の見込み量  

地域生活支援事業は、自立した日常生活または社会生活を営むことができるよ

う、市が地域の実情や利用者の状況等に応じて柔軟に実施する事業で、障害のある

方への理解を深めるための啓発、生活上の相談、手話通訳者等の派遣、日常生活用

具の給付、移動支援等日常に欠かせないサービスを実施するものです。地域の実情

や利用者のニーズに対応したサービス量を見込みます。 

 

（１）理解促進研修・啓発事業 

 

事業名 事業の内容 

理解促進研修・啓発事

業 

障害のある方への理解を深めるため研修・啓発を通じて地

域住民への働きかけを強化することを目的とし、障害特性

に関する教室の開催や各種イベントの開催、広報活動を実

施する事業です。 

 

◆理解促進研修・啓発事業における見込量算定の考え方 

 本計画において、市民のニーズに応じて事業内容を見直しながら継続して実施し

ます。 

 

 

（２）自発的活動支援事業 

 

 

◆自発的活動支援事業の見込量算定の考え方 

 当事者団体や家族会の障害者関係団体が、福祉まつりへの参加や、勉強会の実施

等を通じて、意識啓発活動、災害・防災対策等の活動を行っていますが、さらに各

施設や関係機関等との連携を図り、これらの自発的な事業を支援していきます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

理解促進研修・啓発事業 
実施の

有無 
有 有 有 有 有 

事業名 事業の内容 

自発的活動支援事業 障害のある方やその家族、地域住民等による地域における

自発的な取り組みを支援することを目的とし、ピアサポー

トや災害対策、孤立防止活動支援、ボランティア活動支援

等を実施する事業です。 
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（３）相談支援事業 

 

事業名 事業の内容 

相談支援事業 地域の相談支援事業の中核的な役割を持ち、総合的な相談

業務を行う相談支援専門員や社会福祉士、精神保健福祉

士、相談支援専門員等を配置した基幹相談支援センターを

設置することや、障害のある方等誰もが身近な地域で相談

できるよう地域の実情に応じた相談支援体制を図る事業で

す。 

相談支援機能強化事

業 

市における相談支援事業を適正かつ円滑に実施するため

に、一般的な相談支援事業に加え、専門的な職員を配置す

ることで相談支援事業の強化を図る事業です。 

住宅入居等支援事業 賃貸契約による一般住宅への入居を希望しているが、保証

人がいない等の理由により入居が困難な障害のある方に対

し、入居に必要な調整等にかかる支援をすると共に、家主

等への相談・助言を通じて障害のある方の地域生活を支援

する事業です。 

 

◆相談支援事業の見込量算定の考え方 

 本計画については、障害のある方の増加やニーズの多様化、相談件数の増加に伴

い、委託相談支援事業所である「障害者まちかど相談室」を継続して設置すると共

に、引き続き基幹相談支援センターの機能強化を図ります。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

相談支援事業 

実施箇所数 5 5 ５ 5 5 

基幹相談支援セン

ター設置の有無 
有 有 有 有 有 

相談支援機能強化事業 実施の有無 有 有 有 有 有 

住宅入居等支援事業 実施の有無 有 有 有 有 有 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

自発的活動支援事業 
実施の

有無 
有 有 有 有 有 
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（４）成年後見制度利用支援事業 

 

事業名 事業の内容 

成年後見制度利用

支援事業 

知的障害および精神障害のある方が、判断能力が不十分な状

態で、家族や親族等による法的後見の開始の審判が期待でき

ず、費用負担もできない方について、市長が法定後見制度の

申立て等を行い、後見人等の報酬を負担する事業です。 

 

◆成年後見制度利用支援事業の見込量算定の考え方 

 知的障害および精神障害のある方の増加に伴い、成年後見制度対象者も年々増え

ています。制度の周知や成年後見人等と連携の強化を図っていくため、増加を見込

みます。 

 

 

（５）成年後見制度法人後見支援事業 

 

事業名 事業の内容 

成年後見制度法人 

後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができ

る法人を確保できる体制を整備すると共に、市民後見人の活

用も含めた法人後見の活動を支援することで、法人後見を安

定して継続的に実施できるよう支援する事業です。 

 

◆成年後見制度法人後見支援事業における見込量算定の考え方 

 本計画では、市民後見人養成講座を実施することで、法人後見の支援をしていき

ます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

成年後見制度法人後見支援事業 
実施の

有無 
有 有 有 有 有 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

6 年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

成年後見制度利用支援事業 

市長申立 

実人／年 
5 2 4 4 4 

報酬負担数 

件／年 
9 11 20 23 26 
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（６）意思疎通支援事業 

 

事業名 事業の内容 

手話通訳者派遣事

業 

日常会話において手話を通常言語とする聴覚障害のある方

が、健聴者との円滑な意思疎通が図れるよう、手話通訳者を

派遣する事業です。 

要約筆記者派遣事

業 

要約筆記を希望する聴覚障害のある方が、健聴者との円滑な

意思疎通が図れるよう要約筆記者を派遣する事業です。 

失語のある人向け 

意思疎通支援者の

派遣事業 

失語のある人のコミュニケーションを支援するため、失語に

関する知識と会話技術を持った意思疎通支援者を派遣する事

業です。 

手話通訳者設置事

業 

意思疎通を図ることに支障がある方に、手話通訳等の方法に

より、意思疎通を支援する手話通訳者を設置する事業です。 

 

◆意思疎通支援事業の見込量算定の考え方 

 本計画は、前計画の利用実績の伸び率を勘案した量を見込みます。また、引き続

き、障害者支援課内に手話通訳者を設置し、窓口での手話通訳や手話通訳者・要約

筆記者の派遣に関する受付等も行っていきます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

4 年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

手話通訳者派遣事業 実件／年 134 159 160 160 160 

要約筆記者派遣事業 実件／年 2 14 10 10 10 

失語のある人向け意思疎通

支援事業 
延人／年 240 161 72 72 72 

手話通訳者設置事業 設置の有無 有 有 有 有 有 

 

（７）日常生活用具給付等事業 

 

項目 項目の内容 

介護訓練支援用具 身体介護を支援する用具や、障害児が訓練に用いる椅子

等の自立生活を支援する用具です。 

自立生活支援用具 入浴補助用具や聴覚障害者用屋内信号装置等の、入浴、

食事、移動等の自立生活を支援する用具です。 

在宅療養等支援用具 電気式たん吸引器や盲人用体温計等の在宅療養等を支援

する用具です。 
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情報・意思疎通支援用

具 

点字器や人工喉頭等の情報収集、情報伝達や意思疎通等

を支援する用具です。 

排せつ管理支援用具 ストーマ用装具等の排せつ管理を支援する衛生用品で

す。 

住宅改修費 手すりの取りつけ、床段差の解消等の居宅生活活動を円

滑にするための小規模な住宅改修に伴う費用です。 

 

◆日常生活用具の見込量算定の考え方 

 本計画は、前計画の利用実績の伸び率を勘案した量を見込みます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護訓練支援用具 件数／年 6 5 ８ 8 ８ 

自立生活支援用具 件数／年 13 8 13 13 13 

在宅療養等支援用具 件数／年 19 7 18 18 18 

情報・意思疎通支援用具 件数／年 39 30 39 39 39 

排せつ管理支援用具 件数／年 3,076 3,028 3,080 3,100 3,130 

住宅改修費 件数／年 0 2 ２ ２ ２ 

 

（８）手話奉仕員養成研修事業 

 

事業名 事業の内容 

手話奉仕員養成研修

事業 

日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成

する事業です。 

 

◆手話奉仕員養成研修事業の見込量算定の考え方 

 手話奉仕員養成講座については、前期と後期の 2 年の講座で手話奉仕員を養成し

ます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

手話奉仕員養成研修事業 

養成講座実施

の有無 
有 有 有 有 有 

実養成研修修

了見込み者数 

10 

(後期) 

10 

(前期) 

20 

(前期) 

15 

(後期) 

20 

(前期) 
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（９）移動支援事業（ガイドヘルパー派遣事業） 

 

事業名 事業の内容 

移動支援事業 

（ガイドヘルパー派

遣事業） 

屋外での移動が困難な身体障害、知的障害、精神障害のあ

る方に、ガイドヘルパーを派遣し外出の付き添いや介助を

することで、社会参加や余暇活動を促進する事業です。 

 

◆移動支援事業（ガイドヘルパー派遣事業）の見込量算定の考え方 

 障害のある方の社会参加を促進するため、利用者数は今後増加するものとして見

込み、利用時間数も過去の実績から１人あたり年 90 時間として、利用者の増加に

伴い増加を見込んでいます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

移動支援事業 

（ガイドヘルパー   

  派遣事業） 

実人／年 213 221 228 231 234 

時間／年 14,765 16,512 20,520 20,790 21,060 

 

（１０）地域活動支援センター機能強化事業 

 

事業名 事業の内容 

地域活動支援センタ

ー機能強化事業 

障害のある方へ創作的活動・生産活動の機会を提供すること

により、社会との交流を促進し、自立した生活を支援する事

業です。 

 

◆地域活動支援センター事業の見込量算定の考え方 

 市内の地域活動支援センターは、障害者福祉センターを含む３か所あります。市

の社会資源の一つとして、事業運営を支援していきます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域活動支援センター（市内） 
実人／年 79 46 60 60 60 

箇所数 4 3 3 3 3 

地域活動支援センター（市外） 
実人／年 2 1 1 1 1 

箇所数 2 1 1 1 1 
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（１１）その他の地域生活支援事業 

 

事業名 事業の内容 

日中一時支援事業 日中に障害福祉サービス事業所や障害者支援施設等におい

て、一時的に日中活動の場や見守り等の支援を提供し、家族

の就労支援や一時的な休息を図る事業です。 

訪問入浴サービス事業 重度の障害のある方で、家族の介護だけでは在宅での入浴が

困難な方に、移動入浴車による訪問入浴サービスを提供する

事業です。 

 

◆その他の地域生活支援事業の見込量算定の考え方 

 本計画は、前計画の利用実績の伸び率を勘案した量を見込みます。 

 

実績または見込み 

年度 

サービス・単位 

第 3 期実績 第 4 期見込み 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

日中一時支援事業 
実人／年 143 167 180 185 190 

時間／年 24,615 26,733 32,400 33,300 34,200 

訪問入浴サービス事業 実人／年 9 11 11 11 12 
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 第６章 計画の推進体制と進行管理 

 

１ 推進体制 

 本計画は福祉・医療・保健・教育・雇用等の幅広い分野を対象とし、計画推進に

あたっては地域での結びつきを強め、支え合う体制を整備するために、各分野との

連携が重要であることから、障害福祉サービス等事業所、障害者団体、医療機関、

ＮＰＯ、民生委員、ボランティア、関係機関、庁内関係部署等と連携しながら取り

組むことが必要です。 

また、障害のある方の視点に立った施策の展開には、当事者が各障害者施策へ参

加・参画することが重要であり、あらゆる機会をとらえて、障害のある方や家族等

のニーズや意見を把握することが必要です。 

本計画の取り組み等の検証と評価をすることが必要であるため自立支援協議会を

核として、障害福祉サービス等事業者、関係機関、関係団体、関連部門との連携の

もと、計画の具体化に向けた協議を行う等、協議して計画の推進に努めます。 

 

２ 達成状況の点検および評価 

 

（１）事業の進行管理 

「Plan（計画）」「Do（実行）」「Check（評価）」「Action（改善）」の手順を実施

することが業務の質を高めていくために重要となります。 

  障害者総合支援法においては、定期的に調査、分析および評価を行い、必要があ

ると認めるときには、計画の変更やその他の必要な措置を講ずることとされていま

す。 

本計画に定めるサービス見込量の進行管理、点検は自立支援協議会において少な

くとも年 1 回その実績を把握し、検証と評価を行い、必要があると認めるときには

計画の変更や事業の見直し等の措置を講じます。 

 

（２）アンケートの実施 

サービスを利用する障害のある方や事業所等の現状や意向の把握をするために、3

年ごとに障害者プランアンケートを実施します。 

 


